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一
五

規

則

　

中
小
企
業
高
度
化
資
金
貸
付
規
則
等
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則
を
こ
こ
に
公
布
す
る
。

　
　

令
和
五
年
五
月
二
十
六
日

�

宮
城
県
知
事　
　

村　
　

井　
　

嘉　
　

浩　
　
　

〇
宮
城
県
規
則
第
五
十
号

　
　
　
中
小
企
業
高
度
化
資
金
貸
付
規
則
等
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則

　

（
中
小
企
業
高
度
化
資
金
貸
付
規
則
の
一
部
改
正
）

第�

一
条　

中
小
企
業
高
度
化
資
金
貸
付
規
則
（
昭
和
四
十
八
年
宮
城
県
規
則
第
七
十
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正

す
る
。

　
　

第
四
条
第
五
項
中
「
〇
・
四
パ
ー
セ
ン
ト
」
を
「
〇
・
六
パ
ー
セ
ン
ト
」
に
改
め
る
。

　

（
中
小
企
業
高
度
化
資
金
貸
付
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則
の
一
部
改
正
）

第�

二
条　

中
小
企
業
高
度
化
資
金
貸
付
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則
（
令
和
四
年
宮
城
県
規
則
第
八
号
）
の
一
部
を

次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

　

�　

附
則
第
二
項
中
「
同
項
中
「
百
分
の
八
十
以
内
」
と
あ
る
の
は
、」
を
「
同
項
第
二
号
中
「
百
分
の
八
十
以
内
」

と
あ
る
の
は
「
百
分
の
九
十
以
内
」
と
、
同
項
第
三
号
中
「
百
分
の
八
十
以
内
（
別
表
第
二
の
一
の
項
に
掲
げ
る
要

件
に
適
合
す
る
場
合
に
あ
つ
て
は
、
百
分
の
九
十
以
内
）」
と
あ
る
の
は
」
に
改
め
る
。

　
　

附
則
第
三
項
中
「
〇
・
四
パ
ー
セ
ン
ト
」
を
「
〇
・
六
パ
ー
セ
ン
ト
」
に
改
め
る
。

　
　
　
附
　
則

　

（
施
行
期
日
）

１　

こ
の
規
則
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

　

（
経
過
措
置
）

２�　

こ
の
規
則
の
施
行
前
に
貸
付
け
の
決
定
を
受
け
た
高
度
化
資
金
又
は
機
構
貸
付
資
金
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の

例
に
よ
る
。

告

示

〇
宮
城
県
告
示
第
四
百
二
号

　

ク
リ
ー
ニ
ン
グ
業
法
（
昭
和
二
十
五
年
法
律
第
二
百
七
号
）
第
八
条
の
二
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
ク
リ
ー
ニ
ン
グ
師

の
研
修
及
び
同
法
第
八
条
の
三
の
規
定
に
よ
る
業
務
従
事
者
に
対
す
る
講
習
と
し
て
、
次
の
と
お
り
指
定
し
た
。

　
　

令
和
五
年
五
月
二
十
六
日

�

宮
城
県
知
事　
　

村　
　

井　
　

嘉　
　

浩　
　
　

一　

ク
リ
ー
ニ
ン
グ
師
の
研
修
及
び
業
務
従
事
者
に
対
す
る
講
習
の
主
催
者
の
名
称
及
び
所
在
地

　
　

主
催
者
の
名
称　

公
益
財
団
法
人
全
国
生
活
衛
生
営
業
指
導
セ
ン
タ
ー

　
　

主
催
者
の
所
在
地　

東
京
都
港
区
新
橋
六
丁
目
八
番
二
号

発　　　　行
宮 城 県
（総務部県政情報・文書課）
宮城県仙台市青葉区
本町三丁目８番１号
電話�022（211）2267
（毎週火，金曜日発行）
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二　

ク
リ
ー
ニ
ン
グ
師
の
研
修
及
び
業
務
従
事
者
に
対
す
る
講
習
の
開
催
年
月
日
及
び
会
場

種
類

開
催
年
月
日

会
場
名
称
（
会
場
所
在
地
）

研
修

令
和
五
年
九
月
十
二
日

令
和
五
年
十
月
十
五
日

宮
城
県
大
崎
合
同
庁
舎
（
大
崎
市
古
川
旭
四
丁
目
一
番
一
号
）

宮
城
県
建
設
産
業
会
館（
仙
台
市
青
葉
区
支
倉
町
二
番
四
十
八
号
）

講
習

令
和
五
年
九
月
十
二
日

令
和
五
年
十
月
十
五
日

宮
城
県
大
崎
合
同
庁
舎
（
大
崎
市
古
川
旭
四
丁
目
一
番
一
号
）

宮
城
県
建
設
産
業
会
館（
仙
台
市
青
葉
区
支
倉
町
二
番
四
十
八
号
）

三　

通
信
制
で
行
う
ク
リ
ー
ニ
ン
グ
師
の
研
修
及
び
業
務
従
事
者
に
対
す
る
講
習
の
受
付
期
間
等

受
付
開
始
年
月
日

受
付
締
切
年
月
日

レ
ポ
ー
ト
提
出
締
切
年
月
日

令
和
五
年
八
月
一
日

令
和
五
年
十
月
二
十
三
日

令
和
五
年
八
月
二
十
五
日

令
和
五
年
十
一
月
十
七
日

令
和
五
年
九
月
十
五
日

令
和
五
年
十
二
月
八
日

四　

受
講
料

　

１　

ク
リ
ー
ニ
ン
グ
師
の
研
修　

五
千
円

　

２　

業
務
従
事
者
に
対
す
る
講
習　

四
千
五
百
円

〇
宮
城
県
告
示
第
四
百
三
号

　

救
急
病
院
等
を
定
め
る
省
令
（
昭
和
三
十
九
年
厚
生
省
令
第
八
号
）
第
一
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
、
次
の
病
院
を

救
急
病
院
と
認
定
し
た
。

　
　

令
和
五
年
五
月
二
十
六
日

�

宮
城
県
知
事　
　

村　
　

井　
　

嘉　
　

浩　
　
　

名　
　
　

称

所　
　

在　
　

地

認
定
年
月
日

認
定
の
有
効
期
限

医
療
法
人
香
木
会　

伊

藤
病
院

仙
台
市
青
葉
区
二
日
町
八
番
八

号

令
和
五
年
五
月
二
十
四

日

令
和
八
年
五
月
二
十
三

日

社
会
医
療
法
人
将
道
会

　

総
合
南
東
北
病
院

岩
沼
市
里
の
社
一
丁
目
二
番
五

号

令
和
五
年
五
月
二
十
四

日

令
和
八
年
五
月
二
十
三

日

医
療
法
人
医
徳
会　

真

壁
病
院

東
松
島
市
矢
本
字
鹿
石
前
百
九

番
地
四

令
和
五
年
五
月
二
十
四

日

令
和
八
年
五
月
二
十
三

日

〇
宮
城
県
告
示
第
四
百
四
号

　

農
業
用
た
め
池
の
管
理
及
び
保
全
に
関
す
る
法
律
（
平
成
三
十
一
年
法
律
第
十
七
号
）
第
七
条
第
一
項
の
規
定
に
よ

り
、
次
の
と
お
り
特
定
農
業
用
た
め
池
と
し
て
指
定
し
た
。

　
　

令
和
五
年
五
月
二
十
六
日

�

宮
城
県
知
事　
　

村　
　

井　
　

嘉　
　

浩　
　
　

特
定
農
業
用
た
め
池
の
名
称

特
定
農
業
用
た
め
池
の
所
在
地

指
定
の
年
月
日

鹿
野
開
田
２

大
和
町
落
合
松
坂
字
佐
野
二
十
五
の
九

令
和
五
年
三
月
二
十
二
日

〇
宮
城
県
告
示
第
四
百
五
号

　

道
路
法
（
昭
和
二
十
七
年
法
律
第
百
八
十
号
）
第
十
七
条
第
八
項
の
規
定
に
よ
り
、
本
県
に
お
い
て
実
施
中
の
市
町

村
道
の
災
害
復
旧
に
関
す
る
工
事
が
次
の
と
お
り
完
了
す
る
の
で
、
道
路
法
施
行
令
（
昭
和
二
十
七
年
政
令
第
四
百
七

十
九
号
）
第
二
条
の
二
第
二
項
の
規
定
に
基
づ
き
告
示
す
る
。

　
　

令
和
五
年
五
月
二
十
六
日

�

宮
城
県
知
事　
　

村　
　

井　
　

嘉　
　

浩　
　
　

路

線

名

工

事

の

区

間

工
事
完
了
の
期
日

角
田
市
道

東
町
寄
井
線

角
田
市
角
田
字
大
島
南
四
〇
四
番
地
先
か
ら

同
市
枝
野
字
柳
原
四
一
番
地
先
ま
で

令
和
五
年
五
月
二
十
九
日

選
挙
管
理
委
員
会

〇
宮
選
管
告
示
第
四
十
九
号

　

政
治
資
金
規
正
法
（
昭
和
二
十
三
年
法
律
第
百
九
十
四
号
）
第
六
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
、
次
の
と
お
り
政
治
団

体
の
届
出
が
あ
っ
た
。

　
　

令
和
五
年
五
月
二
十
六
日

�

宮
城
県
選
挙
管
理
委
員
会　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

�

委
員
長　
　

皆　
　

川　
　

章 

太 

郎　
　
　

そ
の
他
の
政
治
団
体
（
政
党
及
び
政
治
資
金
団
体
以
外
の
政
治
団
体
）

　

国
会
議
員
関
係
政
治
団
体
以
外
の
政
治
団
体

　

政
治
団
体
の
名
称

代

表

者

の

氏

名

会
計
責
任
者

の

氏

名

主
た
る
事
務
所
の
所
在
地

届
出
年
月
日

池
田
純
後
援
会

池
田　
　

純

池
田　
　

純

多
賀
城
市
城
南
二－

一－

二

令
和
五
年

�

四
月
七
日

い
と
う
真
弓
後
援
会

斉
藤　

規
夫

斉
藤　

信
威

多
賀
城
市
伝
上
山
二－

一
〇－

二
一

令
和
五
年
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�

四
月
十
八
日

大
内
ゆ
う
た
後
援
会

大
内　

裕
太

大
内　

亜
弓

多
賀
城
市
山
王
字
北
寿
福
寺
二
九－

一

五

令
和
五
年

�

四
月
三
日

小
野
寺
た
か
し
後
援
会

小
野
寺　

孝

小
野
寺　

孝

遠
田
郡
涌
谷
町
字
三
十
軒
屋
敷
添
一
四

五

令
和
五
年

�

四
月
十
日

鎌
田
あ
き
ふ
み
後
援
会

千
葉　

勇
治

田
口　
　

裕

黒
川
郡
大
郷
町
羽
生
字
舘
畑
八

令
和
五
年

�

四
月
十
八
日

菊
地
し
ん
じ
後
援
会

菊
地　

伸
志

菊
地　
　

浩

仙
台
市
太
白
区
西
中
田
二－

一
五－

一

令
和
五
年

�

四
月
三
日

後
藤
咲
子
と
た
ね
ま
く

会

後
藤　

咲
子

後
藤　

咲
子

仙
台
市
泉
区
泉
中
央
四－

二－

二

令
和
五
年

�

四
月
十
日

さ
こ
道
子
後
援
会

山
田　
　

裕

白
塚　

佳
史

多
賀
城
市
大
代
四－

七－

一
六

令
和
五
年

�

三
月
二
十
七
日

志
賀
ま
さ
る
を
応
援
す

る
会

志
賀　
　

勝

志
賀　
　

勝

塩
竈
市
舟
入
一－

五－

三
六

令
和
五
年

�

四
月
十
一
日

鈴
木
新
一
後
援
会

鈴
木　

新
一

鈴
木　

宏
美

塩
竈
市
向
ケ
丘
二
一－

四

令
和
五
年

�

四
月
五
日

田
村
和
也
後
援
会

田
村　

和
也

田
村　

和
也

岩
沼
市
押
分
字
西
土
手
六
五－

一

令
和
五
年

�

四
月
十
三
日

丹
野
あ
つ
し
サ
ポ
ー
タ�

ー
ズ
ク
ラ
ブ

丹
野　
　

篤

丹
野　

智
美

仙
台
市
宮
城
野
区
原
町
二－

一－

六
九

令
和
五
年

�

四
月
二
十
一
日

早
坂
み
か
後
援
会

早
坂　

美
華

早
坂　
　

修

黒
川
郡
大
衡
村
駒
場
字
上
原
川
三
六

令
和
五
年

�

四
月
四
日

平
岡
し
ず
か
後
援
会

平
岡　

静
香

平
岡　

静
香

富
谷
市
明
石
台
二－

一
九－
一
六

令
和
五
年

�

四
月
二
十
四
日

星
陽
介
を
応
援
す
る
会

星　
　

陽
介

髙
橋　

明
子

多
賀
城
市
大
代
五－

二－

二

令
和
五
年

�

四
月
三
日

本
間
け
い
後
援
会

本
間　
　

圭

本
間　
　

愛

多
賀
城
市
中
央
二－

一
三－

二
九

令
和
五
年

�
四
月
十
八
日

〇
宮
選
管
告
示
第
五
十
号

　

政
治
資
金
規
正
法
（
昭
和
二
十
三
年
法
律
第
百
九
十
四
号
）
第
七
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
、
次
の
と
お
り
政
治
団

体
の
届
出
事
項
を
異
動
し
た
旨
届
出
が
あ
っ
た
。

　
　

令
和
五
年
五
月
二
十
六
日

�

宮
城
県
選
挙
管
理
委
員
会　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

�

委
員
長　
　

皆　
　

川　
　

章 

太 

郎　
　
　

㈠　

政
党
の
支
部

政
治
団
体
の
名
称

代

表

者

の

氏

名

異
動
事
項

新

旧

異
動
年
月
日

自
由
民
主
党
一
迫
支
部

門
傳　

英
慈

会
計
責
任
者

の

氏

名

松
田　

久
義

大
内　
　

芳

令
和
五
年

�

三
月
二
十
五
日

自
由
民
主
党
築
館
支
部

長
谷
川　

敦

会
計
責
任
者

の

氏

名

長
谷
川
美
子

白
鳥　

泰
行

令
和
五
年

�

三
月
一
日

自
由
民
主
党
宮
城
県
支

部
連
合
会

伊
藤
信
太
郎

代

表

者�

の

氏

名

伊
藤
信
太
郎

西
村　

明
宏

令
和
五
年

�

四
月
九
日

自
由
民
主
党
宮
城
県
第

五
選
挙
区
支
部

小
野
寺
五
典

政
治
団
体
の

名

称

自
由
民
主
党
宮
城

県
第
五
選
挙
区
支

部

自
由
民
主
党
宮
城

県
第
六
選
挙
区
支

部

令
和
五
年

�

三
月
二
十
二
日

宮
城
維
新
の
会

早
坂　
　

敦

主
た
る
事
務

所
の
所
在
地

富
谷
市
富
ケ
丘
二

－

一
六－

一
六

富
谷
市
ひ
よ
り
台

二－

三
一－

一

令
和
五
年

�

四
月
一
日

㈡　

そ
の
他
の
政
治
団
体
（
政
党
及
び
政
治
資
金
団
体
以
外
の
政
治
団
体
）

政
治
団
体
の
名
称

代

表

者

の

氏

名

異
動
事
項

新

旧

異
動
年
月
日

明
日
の
緒
絶
川
を
考
え

る
会

熊
谷　
　

陽

代

表

者�

の

氏

名

熊
谷　
　

陽　

斎
藤　

祐
馬　

令
和
五
年

�

三
月
三
十
一
日

会
計
責
任
者

の　

氏

名

澁
谷　

公
明

野
村　

和
雅

遠
藤
秀
和
後
援
会

遠
藤　

秀
和

主
た
る
事
務

所
の
所
在
地

気
仙
沼
市
本
吉
町

津
谷
舘
岡
七
九－

一

気
仙
沼
市
本
吉
町

圃
の
沢
一－

三

令
和
四
年

�

十
一
月
四
日

小
山
修
作
後
援
会

丹
野　

國
義

代

表

者�

の

氏

名

丹
野　

國
義

丹
野　

進
平

令
和
五
年

�

四
月
六
日

さ
い
清
志
と
元
気
な
ま

ち
を
つ
く
る
会

齋　
　

一
志

代

表

者�

の

氏

名

齋　
　

一
志

庄
司　

久
治

令
和
五
年

�

三
月
十
八
日

さ
と
う
弘
樹
後
援
会

髙
橋　

秀
晃

代

表

者�

の

氏

名

髙
橋　

秀
晃

吉
田　

智
宏

令
和
五
年

�

三
月
十
三
日

さ
と
う
弘
樹
後
援
会

津
田
志
朗
巳

代

表

者�

の

氏

名

津
田
志
朗
巳

髙
橋　

秀
晃

令
和
五
年

�

四
月
八
日

日
本
臨
床
検
査
技
師
連

盟
宮
城
県
支
部

藤
巻　

慎
一

代

表

者�

の

氏

名

藤
巻　

慎
一　

佐
藤　
　

誠

令
和
五
年

�

四
月
一
日

会
計
責
任
者

の

氏

名

今
野
か
お
り

渡
辺
さ
ち
子

宮
城
県
中
小
企
業
政
策

推
進
協
議
会

岩
沼　

徳
衛

主
た
る
事
務

所
の
所
在
地

名
取
市
増
田
二－

四－

一
四－

三

仙
台
市
泉
区
紫
山

二－

九－

二

令
和
五
年

�

四
月
三
日

会
計
責
任
者

の

氏

名

半
沢　
　

章

大
内　
　

仁

宮
城
未
来
政
策
研
究
会

鈴
木　

謙
一

代

表

者�

の

氏

名

鈴
木　

謙
一

阿
部　

康
志

令
和
五
年

�

四
月
一
日

〇
宮
選
管
告
示
第
五
十
一
号

　

政
治
資
金
規
正
法
（
昭
和
二
十
三
年
法
律
第
百
九
十
四
号
）
第
十
七
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
、
次
の
と
お
り
政
治
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団
体
が
解
散
し
た
旨
届
出
が
あ
っ
た
。　

　
　

令
和
五
年
五
月
二
十
六
日

�

宮
城
県
選
挙
管
理
委
員
会　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

�

委
員
長　
　

皆　
　

川　
　

章 

太 

郎　
　
　

そ
の
他
の
政
治
団
体
（
政
党
及
び
政
治
資
金
団
体
以
外
の
政
治
団
体
）

　
　
　
　
　

政　

治　

団　

体　

の　

名　

称

代
表
者
の
氏
名
　
　
　
　

解
散
年
月
日

斉
藤
す
み
子
を
励
ま
す
女
性
後
援
会

本
田　

弘
枝

令
和
二
年
十
二
月
一
日

そ
の
だ
修
光
仙
台
後
援
会

千
田　

勝
見

令
和
四
年
十
二
月
三
十
一
日

大
日
本
天
誠
塾

佐
藤　

義
弘

令
和
四
年
十
二
月
三
十
一
日

〇
宮
選
管
告
示
第
五
十
二
号

　

政
治
資
金
規
正
法
（
昭
和
二
十
三
年
法
律
第
百
九
十
四
号
）
第
十
二
条
第
一
項
及
び
第
十
七
条
第
一
項
の
規
定
に
よ

り
、
政
治
団
体
か
ら
令
和
二
年
分
収
支
報
告
書
の
提
出
が
あ
っ
た
の
で
、
同
法
第
二
十
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
、
そ

の
要
旨
を
次
の
と
お
り
公
表
す
る
。

　
　

令
和
五
年
五
月
二
十
六
日

�

宮
城
県
選
挙
管
理
委
員
会　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

�

委
員
長　
　

皆　
　

川　
　

章 

太 

郎　
　
　

〇
宮
選
管
告
示
第
五
十
三
号

　

政
治
資
金
規
正
法
（
昭
和
二
十
三
年
法
律
第
百
九
十
四
号
）
第
十
二
条
第
一
項
及
び
第
十
七
条
第
一
項
の
規
定
に
よ

り
、
政
治
団
体
か
ら
令
和
三
年
分
収
支
報
告
書
の
提
出
が
あ
っ
た
の
で
、
同
法
第
二
十
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
、
そ

の
要
旨
を
次
の
と
お
り
公
表
す
る
。

　
　

令
和
五
年
五
月
二
十
六
日

�

宮
城
県
選
挙
管
理
委
員
会　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

�

委
員
長　
　

皆　
　

川　
　

章 

太 

郎　
　
　

〇
宮
選
管
告
示
第
五
十
四
号

　

政
治
資
金
規
正
法
（
昭
和
二
十
三
年
法
律
第
百
九
十
四
号
）
第
十
二
条
第
一
項
及
び
第
十
七
条
第
一
項
の
規
定
に
よ

り
、
政
治
団
体
か
ら
令
和
四
年
分
収
支
報
告
書
の
提
出
が
あ
っ
た
の
で
、
同
法
第
二
十
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
、
そ

の
要
旨
を
次
の
と
お
り
公
表
す
る
。

　
　

令
和
五
年
五
月
二
十
六
日

�

宮
城
県
選
挙
管
理
委
員
会　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

�

委
員
長　
　

皆　
　

川　
　

章 

太 

郎　
　
　

政
治
団
体
の
収
支
報
告
書
の
要
旨
（
単
位
：
円
）

（
そ
の
他
の
政
治
団
体
）

大
日
本
天
誠
塾

政
治
団
体
の
収
支
報
告
書
の
要
旨
（
単
位
：
円
）

（
そ
の
他
の
政
治
団
体
）

斉
藤
す
み
子
を
励
ま
す
女
性
後
援
会

報
告
年
月
日
　
５
. ３
. 29（

２
. 12. １

解
散
）

１
　
収
入
総
額

0 

２
　
支
出
総
額

0 

そ
の
だ
修
光
仙
台
後
援
会

報
告
年
月
日
　
５
. ４
. ３
（
４
. 12. 31解

散
）

１
　
収
入
総
額

59,000 

　
　
　
本
年
収
入
額

59,000 

２
　
支
出
総
額

59,000 

３
　
本
年
収
入
の
内
訳

　
　
個
人
の
党
費
・
会
費
�

（
21人
）

21,000

　
　
寄
附

38,000 

　
　
　
個
人
分

38,000 

４
　
支
出
の
内
訳

　
　
経
常
経
費

880 

　
　
　
事
務
所
費

880 

　
　
政
治
活
動
費

58,120 

　
　
　
寄
附
・
交
付
金

58,120 

５
　
寄
附
の
内
訳

　
〔
個
人
分
〕

　
　
年
間
五
万
円
以
下
の
も
の

38,000 

大
日
本
天
誠
塾

報
告
年
月
日
　
５
. ４
. 11（

４
. 12. 31解

散
）

１
　
収
入
総
額

0 

２
　
支
出
総
額

0 

政
治
団
体
の
収
支
報
告
書
の
要
旨
（
単
位
：
円
）

（
そ
の
他
の
政
治
団
体
）
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〇
宮
選
管
告
示
第
五
十
五
号

　

政
治
資
金
規
正
法
（
昭
和
二
十
三
年
法
律
第
百
九
十
四
号
）
第
十
九
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
、
次
の
と
お
り
資
金

管
理
団
体
の
届
出
が
あ
っ
た
。

　
　

令
和
五
年
五
月
二
十
六
日

�

宮
城
県
選
挙
管
理
委
員
会　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

�

委
員
長　
　

皆　
　

川　
　

章 

太 

郎　
　
　

資
金
管
理
団

体
の
届
出
を

し
た
者
（
代

表
者
）
の
氏

名

　

公
職
の
種
類

資
金
管
理
団
体
の

名　
　
　
　
　

称

主
た
る
事
務
所
の
所
在
地

　

指
定
年
月
日

池
田　
　

純

多
賀
城
市
議
会
議

員

池
田
純
後
援
会

多
賀
城
市
城
南
二－

一－

二

令
和
五
年

�

四
月
一
日

後
藤　

咲
子

仙
台
市
議
会
議
員

後
藤
咲
子
と
た
ね
ま

く
会

仙
台
市
泉
区
泉
中
央
四－

二－

二

令
和
五
年

�

四
月
十
六
日

丹
野　
　

篤

仙
台
市
議
会
議
員

丹
野
あ
つ
し
サ
ポ
ー

タ
ー
ズ
ク
ラ
ブ

仙
台
市
宮
城
野
区
原
町
二－

一－

六

九

令
和
五
年

�

四
月
二
十
日

〇
宮
選
管
告
示
第
五
十
六
号

　

政
治
資
金
規
正
法
（
昭
和
二
十
三
年
法
律
第
百
九
十
四
号
）
第
十
二
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
政
治
団
体
か
ら
提
出

が
あ
っ
た
令
和
三
年
分
収
支
報
告
書
に
つ
い
て
、
訂
正
の
報
告
書
が
提
出
さ
れ
た
の
で
、
令
和
四
年
宮
選
管
告
示
第
百

二
十
三
号
の
一
部
を
次
の
と
お
り
改
め
る
。

　
　

令
和
五
年
五
月
二
十
六
日

�

宮
城
県
選
挙
管
理
委
員
会　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

�

委
員
長　
　

皆　
　

川　
　

章 

太 

郎　
　
　

　

加
藤
け
ん
い
ち
を
囲
む
会
の
令
和
三
年
分
収
支
報
告
書
の
要
旨
の

２　

支
出
総
額
中

「２　
支
出
総
額

　
　
　
　
　

358,367

」
を
「２　

支
出
総
額

　
　
　
　
　

402,217

」
に
改
め
る
。

４　

支
出
の
内
訳
中

「４　
支
出
の
内
訳

」
の
次
の
行
に

「�経
常
経
費

　
　
　
　
　
　
　

43,850�

　

事
務
所
費

　
　
　
　
　
　

43,850

」
を
加
え
る
。

監
査
委
員

報
告
年
月
日
　
５
. ４
. 11（

４
. 12. 31解

散
）

１
　
収
入
総
額

0 

２
　
支
出
総
額

0 
〇
宮
城
県
監
査
委
員
告
示
第
１２号

　
地
方
自
治
法
（
昭
和
22年

法
律
第
67号
）
第
199条

第
９
項
の
規
定
に
よ
り
報
告
し
た
定
期
監
査
結
果
に
つ
い
て
、

宮
城
県
知
事
か
ら
同
条
第
14項
の
規
定
に
よ
り
下
記
の
措
置
を
講
じ
た
旨
の
通
知
が
あ
っ
た
の
で
、
同
項
の
規
定
に
よ

り
公
表
す
る
。

　
　
令
和
５
年
５
月
26日

�
宮
城
県
監
査
委
員
　
　
髙
　
　
橋
　
　
伸
　
　
二
　
　
　

�
宮
城
県
監
査
委
員
　
　
渡
　
　
辺
　
　
忠
　
　
悦
　
　
　

�
宮
城
県
監
査
委
員
　
　
成
　
　
田
　
　
由
 加
 里
　
　
　

�
宮
城
県
監
査
委
員
　
　
吉
　
　
田
　
　
　
　
　
計
　
　
　

記

１
　
監
査
委
員
の
報
告
日

　
　
令
和
５
年
２
月
21日

２
　
通
知
の
あ
っ
た
日

　
　
令
和
５
年
４
月
７
日

３
　
監
査
委
員
の
報
告
の
内
容
及
び
措
置
の
内
容

　
⑴
　
仙
台
南
県
税
事
務
所

　
　
イ
　
監
査
委
員
の
報
告
の
内
容

　
　
　
�　
県
税
に
お
い
て
、
収
入
未
済
を
解
消
す
る
努
力
は
見
ら
れ
る
が
、
引
き
続
き
収
入
未
済
が
認
め
ら
れ
た
の
で
、

更
に
適
切
な
徴
収
対
策
を
講
じ
、
税
収
の
確
保
に
努
め
ら
れ
た
い
。

　
　
　
（
内
容
）

　
　
　
　
・
令
和
３
年
度
収
入
未
済
額

　
　
　
　
　
　
現
年
度
分
　
　
112,808,139円

　
　
　
　
　
　
過
年
度
分
　
　
202,391,475円

　
　
　
　
　
　
合
　
　
計
　
　
315,199,614円

　
　
　
　
・
令
和
２
年
度
収
入
未
済
額

　
　
　
　
　
　
現
年
度
分
　
　
205,109,657円

　
　
　
　
　
　
過
年
度
分
　
　
158,876,020円

　
　
　
　
　
　
合
　
　
計
　
　
363,985,677円

　
　
ロ
　
措
置
の
内
容
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＜
発
生
原
因
＞

　
　
　
�　
令
和
３
年
度
の
収
入
未
済
額
は
、
差
押
え
な
ど
の
滞
納
処
分
や
納
税
緩
和
措
置
を
着
実
に
実
施
し
た
結
果
、

前
年
度
の
収
入
未
済
額
か
ら
減
少
し
た
も
の
の
、
過
年
度
分
に
含
ま
れ
る
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
に
係

る
特
例
徴
収
猶
予
の
高
額
滞
納
事
案
に
加
え
、
現
年
度
分
に
お
い
て
も
高
額
滞
納
事
案
が
新
た
に
生
じ
た
こ
と

が
要
因
と
な
り
、
収
入
未
済
額
に
影
響
し
た
と
こ
ろ
で
あ
る
。

　
　
　
＜
処
理
内
容
＞

　
　
　
�　
令
和
４
年
度
に
お
い
て
は
、
第
６
次
県
税
滞
納
額
縮
減
対
策
３
か
年
計
画
及
び
令
和
４
年
度
県
税
事
務
運
営

並
び
に
令
和
４
年
度
県
税
事
務
実
施
計
画
に
基
づ
き
収
入
未
済
額
の
縮
減
と
税
収
確
保
に
努
め
て
い
る
と
こ
ろ

で
あ
る
。

　
　
　
�　
個
人
県
民
税
に
つ
い
て
は
、
仙
台
南
地
方
住
民
税
徴
収
確
保
対
策
及
び
徴
収
担
当
職
員
研
修
を
開
催
し
、
管

内
市
町
と
の
連
携
強
化
や
徴
収
ス
キ
ル
向
上
を
図
っ
た
ほ
か
、
宮
城
一
斉
滞
納
整
理
強
化
月
間
に
お
け
る
共
同

文
書
催
告
、
県
税
還
付
金
差
押
支
援
な
ど
も
行
っ
て
い
る
。
ま
た
、
新
た
に
併
任
職
員
連
絡
会
議
を
開
催
し
、

県
市
町
の
共
通
滞
納
者
に
つ
い
て
情
報
共
有
化
を
図
る
な
ど
、協
働
し
て
収
入
未
済
額
の
縮
減
に
努
め
て
い
る
。

　
　
　
�　
個
人
県
民
税
以
外
の
一
般
税
に
つ
い
て
は
、
早
期
の
納
税
折
衝
や
財
産
調
査
に
着
手
し
、
預
貯
金
や
給
与
な

ど
の
換
価
・
取
立
て
が
容
易
な
債
権
の
差
押
え
を
行
う
と
と
も
に
、
納
税
資
力
の
な
い
滞
納
者
に
つ
い
て
は
滞

納
処
分
の
停
止
を
適
用
す
る
な
ど
、
適
正
な
債
権
管
理
に
努
め
て
い
る
。

　
　
　
＜
再
発
防
止
策
＞

　
　
　
�　
個
人
県
民
税
に
つ
い
て
は
、
今
後
も
市
町
と
の
連
携
強
化
及
び
協
働
体
制
を
継
続
し
、
収
入
未
済
額
の
縮
減

に
努
め
て
い
く
。

　
　
　
�　
個
人
県
民
税
以
外
の
一
般
税
に
つ
い
て
は
、
新
た
な
滞
納
を
発
生
さ
せ
な
い
こ
と
が
重
要
で
あ
り
、
特
に
、

現
年
分
の
滞
納
者
が
多
い
自
動
車
税
種
別
割
に
つ
い
て
、
納
税
折
衝
時
に
翌
年
度
の
納
期
内
一
括
納
付
を
強
く

指
導
す
る
と
と
も
に
、
早
期
に
財
産
調
査
及
び
差
押
え
な
ど
の
滞
納
処
分
を
行
っ
て
い
く
。
ま
た
、
高
額
課
税

事
案
は
、
賦
課
段
階
か
ら
所
内
で
の
情
報
共
有
を
図
り
、
早
期
に
納
税
折
衝
を
行
う
と
と
も
に
、
財
産
調
査
、

関
係
機
関
に
お
け
る
情
報
収
集
等
を
行
い
な
が
ら
、
適
切
な
滞
納
処
分
等
を
行
っ
て
い
く
。

　
⑵
　
仙
台
中
央
県
税
事
務
所

　
　
イ
　
監
査
委
員
の
報
告
の
内
容

　
　
　
�　
県
税
に
お
い
て
、
収
入
未
済
を
解
消
す
る
努
力
は
見
ら
れ
る
が
、
引
き
続
き
収
入
未
済
が
認
め
ら
れ
た
の
で
、

更
に
適
切
な
徴
収
対
策
を
講
じ
、
税
収
の
確
保
に
努
め
ら
れ
た
い
。

　
　
　
（
内
容
）

　
　
　
　
・
令
和
３
年
度
収
入
未
済
額

　
　
　
　
　
　
現
年
度
分
　
　
  349,273,218円

　
　
　
　
　
　
過
年
度
分
　
　
  502,138,101円

　
　
　
　
　
　
合
　
　
計
　
　
  851,411,319円

　
　
　
　
・
令
和
２
年
度
収
入
未
済
額

　
　
　
　
　
　
現
年
度
分
　
　
1,129,048,947円

　
　
　
　
　
　
過
年
度
分
　
　
  564,096,230円

　
　
　
　
　
　
合
　
　
計
　
　
1,693,145,177円

　
　
ロ
　
措
置
の
内
容

　
　
　
＜
発
生
原
因
＞

　
　
　
�　
令
和
３
年
度
の
収
入
未
済
額
は
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
等
の
納
税
緩
和
措
置
を
適
用
し
た
事
案
の

管
理
徹
底
に
よ
る
整
理
促
進
に
努
め
た
こ
と
に
よ
り
、
前
年
度
か
ら
大
幅
に
減
少
し
た
も
の
の
、
新
型
コ
ロ
ナ

ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
拡
大
に
伴
う
減
収
等
の
影
響
に
よ
る
徴
収
緩
和
制
度
の
適
用
や
、
新
た
な
徴
収
困
難
事
案

の
発
生
な
ど
が
収
入
未
済
額
に
影
響
し
た
も
の
で
あ
る
。

　
　
　
＜
処
理
内
容
＞

　
　
　
�　
第
６
次
県
税
滞
納
額
縮
減
対
策
３
か
年
計
画
及
び
令
和
４
年
度
県
税
事
務
運
営
に
基
づ
き
、
引
き
続
き
仙
台

市
と
連
携
・
協
働
し
て
、
徴
収
対
策
に
取
り
組
ん
で
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。

　
　
　
�　
個
人
県
民
税
に
つ
い
て
は
、
賦
課
徴
収
を
行
っ
て
い
る
仙
台
市
と
の
間
で
住
民
税
徴
収
対
策
会
議
や
滞
納
処

分
に
特
化
し
た
研
修
を
開
催
し
、
情
報
共
有
及
び
滞
納
整
理
技
法
の
向
上
を
図
っ
た
ほ
か
、
県
税
還
付
金
の
情

報
提
供
、
車
両
保
有
状
況
調
査
支
援
を
行
う
な
ど
、
協
働
し
た
徴
収
対
策
に
取
り
組
み
、
税
収
の
確
保
と
収
入

未
済
額
の
縮
減
に
努
め
た
。

　
　
　
�　
ま
た
、
個
人
県
民
税
以
外
に
関
し
て
は
、
滞
納
が
発
生
し
た
場
合
に
は
早
期
の
折
衝
、
財
産
調
査
を
行
い
、

納
税
資
力
が
あ
る
の
に
も
関
わ
ら
ず
、
滞
納
し
て
い
る
者
に
対
し
て
は
、
換
価
・
取
立
が
容
易
な
預
金
・
給
与

等
の
債
権
を
中
心
に
積
極
的
に
差
押
え
を
行
う
な
ど
の
滞
納
処
分
を
行
っ
た
。

　
　
　
＜
再
発
防
止
策
＞

　
　
　
�　
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
等
の
徴
収
緩
和
制
度
を
適
用
し
た
事
案
に
つ
い
て
は
、
引
き
続
き
適
切
に
進

行
管
理
す
る
。
そ
の
他
、
新
た
に
発
生
す
る
滞
納
事
案
に
つ
い
て
は
、
滞
納
者
の
実
態
把
握
を
徹
底
し
、
財
産

調
査
等
の
結
果
、
納
税
資
力
が
あ
る
と
判
断
さ
れ
た
場
合
に
は
滞
納
処
分
を
前
提
と
し
た
滞
納
整
理
に
取
り
組

み
、
収
入
未
済
額
の
縮
減
を
図
っ
て
い
く
。

　
⑶
　
塩
釜
県
税
事
務
所

　
　
イ
　
監
査
委
員
の
報
告
の
内
容

　
　
　
�　
県
税
に
お
い
て
、
収
入
未
済
が
認
め
ら
れ
た
の
で
、
更
に
適
切
な
徴
収
対
策
を
講
じ
、
税
収
の
確
保
に
努
め

ら
れ
た
い
。
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（
内
容
）

　
　
　
　
・
令
和
３
年
度
収
入
未
済
額

　
　
　
　
　
　
現
年
度
分
　
　
 90,442,131円

　
　
　
　
　
　
過
年
度
分
　
　
151,510,690円

　
　
　
　
　
　
合
　
　
計
　
　
241,952,821円

　
　
　
　
・
令
和
２
年
度
収
入
未
済
額

　
　
　
　
　
　
現
年
度
分
　
　
 90,998,267円

　
　
　
　
　
　
過
年
度
分
　
　
144,515,234円

　
　
　
　
　
　
合
　
　
計
　
　
235,513,501円

　
　
ロ
　
措
置
の
内
容

　
　
　
＜
発
生
原
因
＞

　
　
　
�　
納
税
者
に
お
い
て
、
病
気
や
失
業
、
収
入
の
減
少
な
ど
や
む
を
得
な
い
理
由
で
納
め
ら
れ
な
い
事
案
や
、
財

産
調
査
を
行
っ
て
も
差
押
可
能
な
財
産
が
判
明
し
な
い
事
案
、
税
務
署
調
査
に
よ
り
過
去
３
～
５
年
に
遡
っ
て

修
更
正
さ
れ
、
３
機
関
（
国
（
税
務
署
）、
県
税
、
市
町
）
か
ら
同
時
に
課
税
と
な
り
、
大
口
の
滞
納
と
な
っ

た
事
案
等
、
諸
々
の
理
由
に
よ
り
未
済
額
が
生
じ
た
も
の
。

　
　
　
＜
処
理
内
容
＞

　
　
　
�　
個
人
県
民
税
に
つ
い
て
は
、
管
内
市
町
と
の
職
員
併
任
に
よ
り
７
月
１
日
付
け
で
併
任
発
令
を
行
い
、
地
元

税
務
署
の
協
力
も
得
て
、
年
２
回
共
通
す
る
滞
納
事
案
に
つ
い
て
情
報
共
有
等
を
行
い
連
携
強
化
を
図
っ
た
。

宮
城
一
斉
滞
納
整
理
強
化
月
間
で
は
、
管
内
市
町
と
の
共
同
催
告
を
実
施
し
た
ほ
か
、
住
民
税
徴
収
対
策
会
議

に
お
い
て
、
滞
納
処
分
研
修
会
を
開
催
し
、
職
員
の
徴
収
技
術
向
上
を
図
っ
た
。
そ
の
他
、
県
税
還
付
金
や
財

産
調
査
結
果
の
情
報
提
供
に
よ
る
差
押
支
援
を
行
っ
た
。

　
　
　
�　
そ
の
他
の
税
目
に
つ
い
て
は
、
年
間
計
画
に
従
い
、
各
種
財
産
調
査
の
実
施
、
そ
の
結
果
に
基
づ
く
速
や
か

な
差
押
を
実
施
し
、
未
済
額
の
縮
減
を
図
っ
た
。
大
口
（
滞
納
額
30万
円
以
上
）
事
案
及
び
困
難
事
案
は
、
定

期
的
に
検
討
会
を
開
催
し
て
整
理
方
針
を
決
定
し
、
そ
の
方
針
に
従
っ
て
滞
納
整
理
に
取
り
組
ん
だ
。
ま
た
、

財
産
調
査
の
結
果
、
差
押
可
能
財
産
が
な
い
者
に
つ
い
て
は
処
分
停
止
を
行
う
な
ど
、
適
切
な
債
権
管
理
に
努

め
た
。

　
　
　
＜
再
発
防
止
策
＞

　
　
　
�　
「
第
６
次
県
税
滞
納
額
縮
減
対
策
３
か
年
計
画
」
及
び
「
県
税
事
務
運
営
」
に
基
づ
き
、
収
入
未
済
額
の
縮

減
と
税
収
確
保
に
努
め
る
。

　
　
　
�　
個
人
県
民
税
に
つ
い
て
は
、
管
内
市
町
と
の
職
員
併
任
に
よ
る
連
携
強
化
を
継
続
し
、
住
民
税
徴
収
対
策
会

議
に
よ
る
研
修
会
の
開
催
や
共
同
催
告
（
文
書
・
訪
宅
）、
還
付
金
情
報
等
の
提
供
に
よ
る
差
押
え
支
援
を
実

施
す
る
。

　
　
　
�　
そ
の
他
の
税
目
に
つ
い
て
は
、
自
動
車
税
を
中
心
と
し
た
納
期
内
納
付
啓
発
活
動
の
実
施
、
新
た
に
滞
納
と

な
っ
た
事
案
に
対
す
る
催
告
（
文
書
・
訪
宅
）
と
財
産
調
査
の
早
期
実
施
、
事
案
の
状
況
に
応
じ
た
分
納
や
差

押
等
の
実
施
、
大
口
・
困
難
事
案
検
討
会
の
開
催
や
納
税
資
力
の
な
い
納
税
者
に
対
す
る
徴
収
緩
和
制
度
の
適

用
等
、
適
切
な
債
権
管
理
の
実
施
に
よ
り
新
た
な
収
入
未
済
額
の
発
生
を
抑
制
す
る
取
組
を
行
う
。

　
⑷
　
北
部
県
税
事
務
所

　
　
イ
　
監
査
委
員
の
報
告
の
内
容

　
　
　
�　
県
税
に
お
い
て
、
収
入
未
済
を
解
消
す
る
努
力
は
見
ら
れ
る
が
、
引
き
続
き
収
入
未
済
が
認
め
ら
れ
た
の
で
、

更
に
適
切
な
徴
収
対
策
を
講
じ
、
税
収
の
確
保
に
努
め
ら
れ
た
い
。

　
　
　
（
内
容
）

　
　
　
　
・
令
和
３
年
度
収
入
未
済
額

　
　
　
　
　
　
現
年
度
分
　
　
 75,007,678円

　
　
　
　
　
　
過
年
度
分
　
　
159,866,982円

　
　
　
　
　
　
合
　
　
計
　
　
234,874,660円

　
　
　
　
・
令
和
２
年
度
収
入
未
済
額

　
　
　
　
　
　
現
年
度
分
　
　
178,218,277円

　
　
　
　
　
　
過
年
度
分
　
　
173,860,740円

　
　
　
　
　
　
合
　
　
計
　
　
352,079,017円

　
　
ロ
　
措
置
の
内
容

　
　
　
＜
発
生
原
因
＞

　
　
　
�　
個
人
県
民
税
以
外
の
収
入
未
済
額
に
つ
い
て
は
、
一
部
の
大
口
事
業
者
に
お
い
て
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
に

係
る
特
例
徴
収
猶
予
が
解
消
さ
れ
た
こ
と
な
ど
に
よ
り
、
令
和
２
年
度
か
ら
122,090千

円
縮
減
で
き
た
一
方
、

個
人
県
民
税
の
収
入
未
済
額
に
つ
い
て
は
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
影
響
の
ほ
か
、
国
税
の
調
査
決

定
に
伴
う
大
口
滞
納
案
件
の
発
生
な
ど
に
よ
り
4,886千

円
増
加
し
た
。

　
　
　
＜
処
理
内
容
＞

　
　
　
�　
個
人
県
民
税
に
つ
い
て
は
、
当
所
及
び
管
内
市
町
の
徴
収
担
当
職
員
に
お
い
て
併
任
制
度
の
活
用
に
よ
り
、

県
と
各
市
町
が
一
体
と
な
っ
て
相
互
支
援
を
行
う
体
制
を
構
築
し
、
合
同
で
の
捜
索
を
積
極
的
に
実
施
し
た
ほ

か
、
徴
収
や
賦
課
に
係
る
会
議
、
研
修
会
を
開
催
し
た
。
ま
た
、
宮
城
一
斉
滞
納
整
理
強
化
月
間
に
お
け
る
県

と
市
町
の
連
名
に
よ
る
共
同
催
告
や
毎
月
の
自
動
車
税
還
付
金
の
差
押
支
援
な
ど
、
さ
ま
ざ
ま
な
手
法
で
収
入

未
済
額
の
縮
減
に
努
め
て
い
る
。

　
　
　
�　
個
人
県
民
税
以
外
の
一
般
税
目
に
つ
い
て
は
、
滞
納
発
生
後
の
速
や
か
な
整
理
を
念
頭
に
、
計
画
的
か
つ
効
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率
的
な
財
産
調
査
に
努
め
、
給
与
・
預
金
等
の
債
権
や
捜
索
に
よ
る
動
産
な
ど
に
つ
い
て
積
極
的
に
差
押
処
分

を
行
う
と
と
も
に
、
調
査
に
よ
り
納
税
資
力
が
な
い
と
判
断
さ
れ
た
滞
納
者
に
対
し
て
は
処
分
停
止
等
を
行
う

な
ど
、
収
入
未
済
額
の
早
期
縮
減
に
努
め
て
い
る
。

　
　
　
＜
再
発
防
止
策
＞

　
　
　
�　
収
入
未
済
額
を
縮
減
す
る
た
め
に
は
、
既
存
の
滞
納
額
の
整
理
と
と
も
に
、
新
た
な
滞
納
額
の
累
積
を
防
止

す
る
こ
と
が
重
要
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
新
規
の
滞
納
に
つ
い
て
は
短
期
間
で
整
理
が
行
わ
れ
る
よ
う
早
期
の
催

告
と
納
税
相
談
に
よ
り
納
税
指
導
し
て
い
る
ほ
か
、
反
応
の
な
い
滞
納
者
に
対
し
て
は
、
直
ち
に
給
与
や
預
金

等
の
差
押
な
ど
の
厳
し
い
処
分
を
毅
然
と
し
て
行
い
、
翌
年
度
以
降
の
滞
納
に
対
す
る
抑
止
と
し
た
。

　
　
　
�　
こ
れ
ら
の
方
策
に
は
、
処
分
可
能
な
財
産
を
早
期
に
捕
捉
す
る
調
査
手
法
が
不
可
欠
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
当

所
職
員
は
も
と
よ
り
市
町
の
徴
収
職
員
も
含
め
て
、
Ｏ
Ｊ
Ｔ
を
基
本
に
そ
の
他
さ
ま
ざ
ま
な
研
修
機
会
を
通
じ

て
徴
収
技
法
を
一
層
向
上
さ
せ
る
取
組
を
継
続
す
る
。

　
⑸
　
北
部
県
税
事
務
所
栗
原
地
域
事
務
所

　
　
イ
　
監
査
委
員
の
報
告
の
内
容

　
　
　
�　
県
税
に
お
い
て
、
収
入
未
済
を
解
消
す
る
努
力
は
見
ら
れ
る
が
、
引
き
続
き
収
入
未
済
が
認
め
ら
れ
た
の
で
、

更
に
適
切
な
徴
収
対
策
を
講
じ
、
税
収
の
確
保
に
努
め
ら
れ
た
い
。

　
　
　
（
内
容
）

　
　
　
　
・
令
和
３
年
度
収
入
未
済
額

　
　
　
　
　
　
現
年
度
分
　
　
15,943,971円

　
　
　
　
　
　
過
年
度
分
　
　
43,010,007円

　
　
　
　
　
　
合
　
　
計
　
　
58,953,978円

　
　
　
　
・
令
和
２
年
度
収
入
未
済
額

　
　
　
　
　
　
現
年
度
分
　
　
29,750,771円

　
　
　
　
　
　
過
年
度
分
　
　
55,533,126円

　
　
　
　
　
　
合
　
　
計
　
　
85,283,897円

　
　
ロ
　
措
置
の
内
容

　
　
　
＜
発
生
原
因
＞

　
　
　
�　
病
気
や
失
業
、
収
入
の
減
少
な
ど
や
む
を
得
な
い
理
由
で
納
め
ら
れ
な
い
事
案
や
、
財
産
調
査
を
実
施
し
て

も
差
押
可
能
な
財
産
が
判
明
し
な
い
事
案
、
年
度
を
超
え
て
分
納
し
て
い
る
事
案
等
、
諸
々
の
理
由
に
よ
り
未

済
額
が
生
じ
た
も
の
。

　
　
　
＜
処
理
状
況
＞

　
　
　
�　
個
人
県
民
税
は
、
収
入
未
済
額
の
縮
減
に
向
け
た
栗
原
市
と
の
情
報
・
意
見
交
換
等
に
よ
る
連
携
強
化
を

図
っ
た
。
11・
12月
の
宮
城
一
斉
滞
納
整
理
強
化
月
間
で
は
、
栗
原
市
と
の
連
名
に
よ
る
共
同
催
告
を
実
施
し

た
。
さ
ら
に
北
部
県
税
事
務
所
と
の
共
催
に
よ
る
住
民
税
徴
収
対
策
会
議
を
開
催
し
、
徴
収
技
法
の
向
上
を
図

る
滞
納
処
分
研
修
会
を
実
施
し
た
。
こ
の
ほ
か
、
県
税
還
付
金
差
押
支
援
の
実
施
な
ど
栗
原
市
に
対
す
る
支
援

に
積
極
的
に
取
り
組
ん
だ
。

　
　
　
�　
個
人
県
民
税
以
外
の
税
目
は
、
地
区
担
当
者
と
納
税
指
導
員
が
連
携
し
、
過
去
の
折
衝
記
録
等
を
参
考
に
し

な
が
ら
早
期
の
納
税
折
衝
及
び
財
産
調
査
に
着
手
し
た
。

　
　
　
�　
滞
納
整
理
に
当
た
っ
て
は
、
滞
納
者
の
財
産
調
査
を
実
施
し
、
預
貯
金
・
生
命
保
険
・
給
与
等
の
債
権
を
主

体
と
し
た
差
押
及
び
取
立
を
行
っ
た
。
分
納
誓
約
等
の
履
行
管
理
を
徹
底
し
た
。
納
税
資
力
の
な
い
滞
納
者
に

つ
い
て
は
、
滞
納
処
分
の
執
行
停
止
を
適
用
す
る
な
ど
適
正
な
債
権
管
理
に
努
め
た
。

　
　
　
＜
再
発
防
止
策
＞

　
　
　
�　
「
第
６
次
県
税
滞
納
縮
減
対
策
３
か
年
計
画
」
及
び
「
県
税
事
務
運
営
」
に
基
づ
き
、
収
入
未
済
額
の
縮
減

と
税
収
確
保
に
努
め
る
。

　
　
　
�　
個
人
県
民
税
は
、
栗
原
市
と
の
協
同
体
制
を
継
続
し
、
滞
納
処
分
等
の
業
務
支
援
、
宮
城
一
斉
滞
納
整
理
強

化
月
間
の
設
定
に
よ
る
集
中
的
な
滞
納
整
理
の
一
環
と
し
て
共
同
催
告
を
実
施
す
る
。
北
部
県
税
事
務
所
と
の

共
催
に
よ
る
住
民
税
徴
収
対
策
会
議
の
開
催
や
、
高
度
な
徴
収
技
法
習
得
の
た
め
の
研
修
会
を
実
施
す
る
。

　
⑹
　
東
部
県
税
事
務
所

　
　
イ
　
監
査
委
員
の
報
告
の
内
容

　
　
　
�　
県
税
に
お
い
て
、
収
入
未
済
を
解
消
す
る
努
力
は
見
ら
れ
る
が
、
引
き
続
き
収
入
未
済
が
認
め
ら
れ
た
の
で
、

更
に
適
切
な
徴
収
対
策
を
講
じ
、
税
収
の
確
保
に
努
め
ら
れ
た
い
。

　
　
　
（
内
容
）

　
　
　
　
・
令
和
３
年
度
収
入
未
済
額

　
　
　
　
　
　
現
年
度
分
　
　
 84,801,671円

　
　
　
　
　
　
過
年
度
分
　
　
147,039,971円

　
　
　
　
　
　
合
　
　
計
　
　
231,841,642円

　
　
　
　
・
令
和
２
年
度
収
入
未
済
額

　
　
　
　
　
　
現
年
度
分
　
　
104,291,564円

　
　
　
　
　
　
過
年
度
分
　
　
140,873,817円

　
　
　
　
　
　
合
　
　
計
　
　
245,165,381円

　
　
ロ
　
措
置
の
内
容

　
　
　
＜
発
生
原
因
＞

　
　
　
�　
納
税
者
個
々
に
事
情
が
あ
り
や
む
を
得
ず
納
付
が
で
き
な
い
、
ま
た
、
生
活
の
維
持
、
事
業
の
継
続
が
困
難
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で
あ
る
こ
と
か
ら
一
括
納
付
が
で
き
ず
、
や
む
を
得
ず
分
割
納
付
と
な
る
等
、
収
入
未
済
が
発
生
す
る
原
因
は

さ
ま
ざ
ま
で
あ
る
。

　
　
　
�　
加
え
て
、
近
年
は
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
影
響
等
に
よ
り
納
税
者
の
置
か
れ
た
環
境
は
厳
し
く
、

県
税
の
徴
収
業
務
は
難
し
い
状
況
が
続
い
て
お
り
、
令
和
３
年
度
は
、
調
定
額
130億

777万
円
の
う
ち
、
個
人

県
民
税
で
２
億
117万

円
、
個
人
県
民
税
以
外
の
一
般
税
で
3,067万

円
が
収
入
未
済
と
な
っ
た
。

　
　
　
＜
処
理
内
容
＞

　
　
　
�　
「
第
６
次
県
税
滞
納
額
縮
減
対
策
３
か
年
計
画
」
の
縮
減
目
標
を
参
考
に
事
務
所
に
お
い
て
「
県
税
滞
納
額

縮
減
対
策
目
標
・
事
業
計
画
」
を
策
定
し
、
管
内
市
町
と
連
携
・
協
働
し
縮
減
目
標
達
成
に
向
け
て
取
り
組
ん

だ
。

　
　
　
�　
個
人
県
民
税
に
つ
い
て
は
、
市
町
の
徴
収
努
力
に
よ
り
年
々
縮
減
が
図
ら
れ
て
い
る
が
、
滞
納
額
の
８
割
を

超
え
る
状
況
に
あ
り
、
事
務
所
と
し
て
は
、
市
町
職
員
を
対
象
と
し
た
「
滞
納
処
分
研
修
会
」
を
開
催
し
徴
収

職
員
の
ス
キ
ル
向
上
を
図
る
と
と
も
に
、
市
町
と
の
連
名
に
よ
る
「
共
同
催
告
」、「
県
税
還
付
金
の
差
押
支
援
」

を
行
う
等
、
積
極
的
に
市
町
と
連
携
・
協
働
し
各
取
組
を
実
施
し
た
。

　
　
　
�　
個
人
県
民
税
以
外
の
一
般
税
に
つ
い
て
は
、
引
き
続
き
計
画
的
に
財
産
調
査
を
行
い
、
比
較
的
換
価
が
容
易

な
預
貯
金
、
給
与
、
生
命
保
険
等
の
債
権
差
押
を
積
極
的
に
実
施
す
る
と
と
も
に
、
各
種
調
査
結
果
及
び
折
衝

内
容
か
ら
担
税
力
を
見
極
め
、
納
税
資
力
が
な
い
滞
納
者
に
は
、
地
方
税
法
に
基
づ
く
納
税
の
緩
和
措
置
（
徴

収
の
猶
予
、
換
価
の
猶
予
及
び
滞
納
処
分
の
停
止
）
を
講
じ
る
な
ど
、
個
々
の
状
況
に
応
じ
た
滞
納
整
理
を
実

施
し
た
。

　
　
　
＜
再
発
防
止
策
＞

　
　
　
�　
今
後
も
引
き
続
き
、「
第
６
次
県
税
滞
納
額
縮
減
対
策
３
か
年
計
画
」
及
び
「
県
税
滞
納
額
縮
減
対
策
目
標
・

事
業
計
画
」
に
基
づ
き
、
管
内
市
町
と
連
携
・
協
働
し
収
入
未
済
額
の
縮
減
に
努
め
る
。

　
　
　
�　
個
人
県
民
税
に
つ
い
て
は
、
管
内
市
町
と
連
携
・
協
働
し
た
各
取
組
を
継
続
す
る
と
と
も
に
、
個
人
県
民
税

以
外
の
一
般
税
に
つ
い
て
は
、
財
産
調
査
等
に
よ
り
滞
納
者
の
担
税
力
を
見
極
め
、
差
押
等
に
よ
る
滞
納
処
分
、

納
税
緩
和
措
置
を
適
切
に
実
施
す
る
等
滞
納
者
個
々
の
状
況
に
応
じ
た
滞
納
整
理
を
進
め
、
収
入
未
済
額
の
縮

減
に
努
め
る
。

　
⑺
　
東
部
県
税
事
務
所

　
　
イ
　
監
査
委
員
の
報
告
の
内
容

　
　
　
�　
選
挙
事
務
に
お
い
て
、
市
町
選
挙
管
理
委
員
会
へ
の
選
挙
公
報
送
致
の
遅
延
が
認
め
ら
れ
た
の
で
、
今
後
発

生
し
な
い
よ
う
内
部
統
制
に
お
け
る
整
備
上
の
不
備
の
解
消
に
向
け
た
対
策
を
講
じ
ら
れ
た
い
。

　
　
　
（
内
容
）

　
　
　
　
�　
宮
城
県
議
会
議
員
選
挙
の
選
挙
公
報
に
つ
い
て
、
県
選
挙
管
理
委
員
会
事
務
局
へ
の
誤
っ
た
公
報
の
掲
載

順
序
の
報
告
に
よ
り
再
印
刷
が
生
じ
、
関
係
市
町
選
挙
管
理
委
員
会
へ
の
公
報
送
致
が
遅
延
し
た
も
の
。

　
　
　
　
・
当
初
送
致
予
定
日
　
令
和
３
年
10月
24日

　
　
　
　
・
実
際
の
送
致
日
　
　
令
和
３
年
10月
26日

　
　
　
　
・
投
開
票
日
　
　
　
　
令
和
３
年
10月
31日

　
　
ロ
　
措
置
の
内
容

　
　
　
＜
発
生
原
因
＞

　
　
　
�　
く
じ
抽
選
録
は
即
時
に
選
挙
管
理
委
員
会
事
務
局
（
本
庁
）
へ
報
告
す
る
必
要
が
あ
っ
た
た
め
、
そ
の
報
告

の
準
備
と
し
て
事
前
に
抽
選
結
果
を
２
パ
タ
ー
ン
作
成
し
て
い
た
と
こ
ろ
で
あ
っ
た
が
、
抽
選
結
果
と
の
突
合

確
認
が
不
十
分
の
ま
ま
誤
っ
て
、
抽
選
結
果
と
異
な
る
抽
選
録
を
Ｆ
Ａ
Ｘ
に
て
報
告
を
し
て
し
ま
っ
た
。

　
　
　
�　
抽
選
録
の
報
告
誤
り
は
、
翌
日
判
明
し
た
た
め
、
再
印
刷
が
生
じ
、
関
係
市
町
（
石
巻
市
、
女
川
町
）
選
挙

管
理
委
員
会
へ
の
公
報
送
致
は
、
予
定
日
の
２
日
遅
れ
と
な
っ
た
。

　
　
　
＜
処
理
内
容
＞

　
　
　
�　
報
告
し
た
抽
選
録
は
誤
り
で
あ
っ
た
こ
と
が
判
明
し
た
後
、
直
ち
に
正
規
抽
選
録
を
選
挙
管
理
委
員
会
事
務

局
へ
再
報
告
し
た
。

　
　
　
＜
再
発
防
止
策
＞

　
　
　
�　
今
後
、
同
様
の
事
案
が
発
生
し
な
い
よ
う
、
事
前
の
選
挙
公
報
事
務
処
理
フ
ロ
ー
に
沿
っ
た
作
業
手
順
の
確

認
及
び
複
数
人
に
よ
る
記
載
内
容
の
確
認
を
確
実
に
行
い
、
最
終
確
認
を
徹
底
し
て
い
く
と
と
も
に
、
令
和
５

年
度
は
県
議
会
議
員
選
挙
の
執
行
が
予
定
さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
、「
チ
ェ
ッ
ク
体
制
の
充
実
」
を
内
部
統
制

に
お
け
る
重
点
項
目
の
一
つ
と
し
て
掲
げ
、
支
局
員
に
周
知
し
再
発
防
止
に
努
め
て
い
く
。

　
⑻
　
東
部
県
税
事
務
所
登
米
地
域
事
務
所

　
　
イ
　
監
査
委
員
の
報
告
の
内
容

　
　
　
�　
県
税
に
お
い
て
、
収
入
未
済
を
解
消
す
る
努
力
は
見
ら
れ
る
が
、
引
き
続
き
収
入
未
済
が
認
め
ら
れ
た
の
で
、

更
に
適
切
な
徴
収
対
策
を
講
じ
、
税
収
の
確
保
に
努
め
ら
れ
た
い
。

　
　
　
（
内
容
）

　
　
　
　
・
令
和
３
年
度
収
入
未
済
額

　
　
　
　
　
　
現
年
度
分
　
　
22,227,213円

　
　
　
　
　
　
過
年
度
分
　
　
65,918,716円

　
　
　
　
　
　
合
　
　
計
　
　
88,145,929円

　
　
　
　
・
令
和
２
年
度
収
入
未
済
額

　
　
　
　
　
　
現
年
度
分
　
　
27,641,655円

　
　
　
　
　
　
過
年
度
分
　
　
63,905,671円
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合
　
　
計
　
　
91,547,326円

ロ
　
措
置
の
内
容

　
　
　
＜
発
生
原
因
＞

　
　
　
�　
病
気
や
失
業
、
収
入
の
減
少
な
ど
や
む
を
得
な
い
理
由
で
納
め
ら
れ
な
い
事
案
や
、
財
産
調
査
を
実
施
し
て

も
差
押
可
能
な
財
産
が
判
明
し
な
い
事
案
、
年
度
を
越
え
て
分
納
し
て
い
る
事
案
等
、
諸
々
の
理
由
に
よ
り
未

済
額
が
生
じ
た
も
の
。

　
　
　
＜
処
理
内
容
＞

　
　
　
�　
個
人
県
民
税
は
、
収
入
未
済
額
の
縮
減
に
向
け
た
登
米
市
と
の
情
報
・
意
見
交
換
等
に
よ
る
連
携
強
化
を

図
っ
た
。
11・
12月
の
宮
城
一
斉
滞
納
整
理
強
化
月
間
で
は
、
登
米
市
と
の
連
名
に
よ
る
共
同
催
告
を
実
施
し

た
。
さ
ら
に
、
東
部
県
税
事
務
所
と
の
共
催
に
よ
る
住
民
税
徴
収
対
策
会
議
を
開
催
し
、
徴
収
技
法
の
向
上
を

図
る
滞
納
処
分
研
修
会
を
実
施
し
た
。
こ
の
ほ
か
、
県
税
還
付
金
差
押
支
援
の
実
施
な
ど
登
米
市
に
対
す
る
支

援
に
積
極
的
に
取
り
組
ん
だ
。

　
　
　
�　
個
人
県
民
税
以
外
の
税
目
は
、
滞
納
整
理
進
行
会
議
を
定
期
的
に
開
催
し
、
滞
納
整
理
の
方
針
や
滞
納
者
等

の
事
案
検
討
を
適
時
実
施
し
明
確
に
し
た
。
滞
納
整
理
に
当
た
っ
て
は
、
滞
納
者
の
財
産
調
査
を
実
施
し
、
預

貯
金
・
生
命
保
険
・
給
与
等
の
債
権
を
主
体
と
し
た
差
押
及
び
取
立
を
行
っ
た
。
分
納
誓
約
等
の
履
行
管
理
を

徹
底
し
た
。
納
税
資
力
の
な
い
滞
納
者
に
つ
い
て
は
、
滞
納
処
分
の
執
行
停
止
を
適
用
す
る
な
ど
適
正
な
債
権

管
理
に
努
め
た
。

　
　
　
＜
再
発
防
止
策
＞

　
　
　
�　
「
第
６
次
県
税
滞
納
額
縮
減
対
策
３
か
年
計
画
」
及
び
「
県
税
事
務
運
営
」
に
基
づ
き
、
収
入
未
済
額
の
縮

減
と
税
収
確
保
に
努
め
る
。

　
　
　
�　
個
人
県
民
税
は
、
登
米
市
と
の
協
働
体
制
を
継
続
し
、
滞
納
処
分
等
の
業
務
支
援
、
宮
城
一
斉
滞
納
整
理
強

化
月
間
の
設
定
に
よ
る
集
中
的
な
滞
納
整
理
の
一
環
と
し
て
共
同
催
告
を
実
施
す
る
。
東
部
県
税
事
務
所
と
の

共
催
に
よ
る
住
民
税
徴
収
対
策
会
議
の
開
催
や
、
高
度
な
徴
収
技
法
習
得
の
た
め
の
研
修
会
を
実
施
す
る
。

　
　
　
�　
個
人
県
民
税
以
外
の
税
目
は
、
滞
納
整
理
進
行
会
議
を
適
宜
開
催
し
、
滞
納
整
理
方
針
を
明
確
に
し
つ
つ
、

納
期
内
納
税
の
推
進
や
分
納
誓
約
の
履
行
管
理
の
徹
底
、
早
期
に
財
産
調
査
を
実
施
し
、
滞
納
事
案
に
即
し
た

差
押
等
を
行
う
。
納
税
資
力
の
な
い
滞
納
者
は
、
徴
収
緩
和
制
度
の
適
切
な
適
用
を
行
う
。

　
⑼
　
気
仙
沼
県
税
事
務
所

　
　
イ
　
監
査
委
員
の
報
告
の
内
容

　
　
　
�　
県
税
に
お
い
て
、
収
入
未
済
を
解
消
す
る
努
力
は
見
ら
れ
る
が
、
引
き
続
き
収
入
未
済
が
認
め
ら
れ
た
の
で
、

更
に
適
切
な
徴
収
対
策
を
講
じ
、
税
収
の
確
保
に
努
め
ら
れ
た
い
。

　
　
　
（
内
容
）

　
　
　
　
・
令
和
３
年
度
収
入
未
済
額

　
　
　
　
　
　
現
年
度
分
　
　
 24,174,232円

　
　
　
　
　
　
過
年
度
分
　
　
 87,657,638円

　
　
　
　
　
　
合
　
　
計
　
　
111,831,870円

　
　
　
　
・
令
和
２
年
度
収
入
未
済
額

　
　
　
　
　
　
現
年
度
分
　
　
 30,591,226円

　
　
　
　
　
　
過
年
度
分
　
　
 92,378,567円

　
　
　
　
　
　
合
　
　
計
　
　
122,969,793円

　
　
ロ
　
措
置
の
内
容

　
　
　
＜
発
生
原
因
＞

　
　
　
�　
令
和
３
年
度
の
収
入
未
済
額
は
個
人
県
民
税
が
９
割
を
占
め
、
市
町
に
よ
る
徴
収
状
況
が
収
入
未
済
額
に
大

き
く
影
響
し
て
い
る
。

　
　
　
�　
ま
た
、
そ
の
他
の
税
目
の
収
入
未
済
額
の
半
数
は
過
年
度
分
の
事
業
税
に
よ
る
も
の
で
あ
り
、
震
災
復
興
事

業
で
土
木
建
築
業
を
営
ん
で
い
た
法
人
及
び
個
人
の
事
業
者
に
つ
い
て
、
受
注
機
会
の
減
少
に
よ
り
事
業
が
立

ち
行
か
な
く
な
る
と
と
も
に
、
過
年
度
分
の
所
得
に
係
る
修
正
申
告
ま
た
は
更
正
決
定
に
よ
り
、
一
時
に
多
額

の
課
税
が
行
わ
れ
た
こ
と
に
よ
り
発
生
し
た
滞
納
で
あ
る
。

　
　
　
＜
処
理
内
容
＞

　
　
　
�　
個
人
県
民
税
に
つ
い
て
は
、
令
和
４
年
度
に
お
い
て
、
地
方
税
法
第
48条
に
よ
る
県
の
直
接
徴
収
を
28件
引

き
受
け
徴
収
に
当
た
っ
て
い
る
ほ
か
、
市
長
と
県
税
事
務
所
長
の
連
名
に
よ
る
共
同
催
告
及
び
市
と
県
税
事
務

所
の
徴
税
吏
員
が
一
緒
に
直
接
訪
宅
し
て
行
う
共
同
徴
収
を
実
施
し
た
。
ま
た
、
市
町
職
員
の
徴
収
技
術
の
向

上
を
図
る
た
め
の
研
修
会
を
開
催
し
た
。

　
　
　
�　
そ
の
他
の
税
目
に
つ
い
て
は
、
書
面
や
訪
宅
及
び
電
話
等
に
よ
る
折
衝
・
催
告
で
自
主
納
付
を
促
す
と
と
も

に
、
早
期
に
財
産
調
査
を
実
施
し
差
押
え
を
行
っ
て
い
る
。
一
方
、
納
税
資
力
の
な
い
滞
納
者
に
つ
い
て
は
、

滞
納
処
分
の
執
行
停
止
等
を
行
い
、
適
切
な
債
権
管
理
に
努
め
て
い
る
。

　
　
　
＜
再
発
防
止
策
＞

　
　
　
�　
「
第
６
次
県
税
滞
納
額
縮
減
対
策
３
か
年
計
画
」
及
び
「
県
税
事
務
運
営
」
に
基
づ
き
、
個
人
県
民
税
に
つ

い
て
は
管
内
市
町
と
の
連
携
・
協
働
に
よ
る
取
り
組
み
を
継
続
す
る
と
と
も
に
、
そ
の
他
の
税
目
に
つ
い
て
は

納
税
折
衝
、財
産
調
査
及
び
滞
納
処
分
を
早
期
に
実
施
す
る
こ
と
に
よ
り
収
入
未
済
額
の
解
消
に
努
め
て
い
く
。

　
　
　
�　
な
お
、
納
期
内
納
税
の
推
進
を
図
り
、
現
年
課
税
分
の
徴
収
に
注
力
し
な
が
ら
、
新
た
な
滞
納
の
発
生
を
抑

制
し
て
い
く
。

　
⑽
　
動
物
愛
護
セ
ン
タ
ー
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イ
　
監
査
委
員
の
報
告
の
内
容

　
　
　
�　
賃
借
料
に
お
い
て
、
過
年
度
支
出
が
認
め
ら
れ
た
の
で
、
今
後
再
発
し
な
い
よ
う
内
部
統
制
に
お
け
る
整
備

上
の
不
備
の
解
消
に
向
け
た
対
策
を
講
じ
ら
れ
た
い
。

　
　
　
（
内
容
）

　
　
　
　
　
給
水
ポ
ン
プ
小
屋
敷
地
賃
借
料
に
つ
い
て
、
出
納
閉
鎖
後
に
翌
会
計
年
度
予
算
か
ら
支
出
し
た
も
の
。

　
　
　
　
　
・
件
数
　
１
件

　
　
　
　
　
・
金
額
　
16,000円

　
　
ロ
　
措
置
の
内
容

　
　
　
＜
発
生
原
因
＞

　
　
　
�　
令
和
２
年
４
月
１
日
付
け
で
土
地
賃
借
料
の
契
約
を
締
結
し
て
い
た
が
、
庶
務
担
当
者
が
当
該
支
払
事
務
処

理
を
失
念
し
て
い
た
こ
と
及
び
組
織
に
お
け
る
賃
貸
借
契
約
支
払
進
行
管
理
が
不
十
分
だ
っ
た
こ
と
に
よ
り
、

支
払
遅
延
が
生
じ
た
も
の
。

　
　
　
＜
処
理
内
容
＞

　
　
　
�　
当
該
事
実
が
発
覚
後
、
土
地
所
有
者
に
対
し
速
や
か
に
状
況
を
説
明
、
謝
罪
し
、
理
解
を
得
ら
れ
た
も
の
、

令
和
２
年
度
予
算
に
つ
い
て
は
既
に
出
納
閉
鎖
と
な
っ
て
い
た
こ
と
か
ら
、
令
和
４
年
３
月
31日
に
令
和
３
年

度
予
算
か
ら
賃
借
料
を
支
払
っ
た
も
の
。

　
　
　
＜
再
発
防
止
策
＞

　
　
　
�　
賃
貸
借
契
約
に
つ
い
て
契
約
締
結
時
期
や
進
捗
状
況
、
支
払
状
況
に
関
す
る
チ
ェ
ッ
ク
シ
ー
ト
を
作
成
し
、

今
後
は
そ
れ
を
用
い
て
進
行
管
理
及
び
予
算
管
理
を
行
っ
て
い
く
。

　
⑾
　
動
物
愛
護
セ
ン
タ
ー

　
　
イ
　
監
査
委
員
の
報
告
の
内
容

　
　
　
�　
会
計
事
務
等
に
係
る
内
部
牽
制
に
お
い
て
、
引
き
続
き
不
適
切
な
対
応
が
認
め
ら
れ
た
の
で
、
今
後
再
発
し

な
い
よ
う
内
部
統
制
に
お
け
る
整
備
上
の
不
備
の
解
消
に
向
け
た
対
策
を
講
じ
ら
れ
た
い
。

　
　
　
（
内
容
）

　
　
　
　
１
�　
内
部
牽
制
に
つ
い
て
、
前
年
度
定
期
監
査
で
指
摘
事
項
と
な
り
、
改
善
や
是
正
に
向
け
た
取
組
を
進
め

て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
が
、
新
た
な
不
備
が
認
め
ら
れ
る
な
ど
、
庁
舎
管
理
者
、
地
方
出
納
員
と
し
て
の

審
査
確
認
及
び
管
理
職
と
し
て
の
職
員
の
フ
ォ
ロ
ー
を
含
め
た
指
揮
監
督
が
適
切
に
行
わ
れ
て
い
る
と
は

言
い
が
た
い
状
況
に
あ
る
も
の
。

　
　
　
　
２
�　
会
計
年
度
任
用
職
員
、
再
任
用
職
員
及
び
歳
入
歳
出
外
現
金
に
係
る
多
数
の
不
適
正
な
事
務
処
理
や
土

地
使
用
料
及
び
工
事
請
負
費
に
係
る
損
害
額
の
支
払
遅
延
な
ど
が
認
め
ら
れ
た
も
の
。

　
　
ロ
　
措
置
の
内
容

　
　
　
＜
発
生
原
因
＞

　
　
　
�　
令
和
３
年
度
監
査
で
の
指
摘
事
項
を
受
け
て
、
業
務
全
体
を
精
査
し
た
と
こ
ろ
、
指
摘
事
項
と
同
時
期
に
発

生
し
た
他
の
不
適
切
事
務
処
理
が
発
覚
し
た
も
の
。

　
　
　
�　
そ
の
原
因
と
し
て
は
、
担
当
者
に
お
い
て
は
、
誤
っ
た
計
算
式
で
会
計
年
度
職
員
の
所
得
税
や
社
会
保
険
料

を
算
出
し
て
い
た
等
、
不
適
切
な
処
理
が
多
数
行
わ
れ
て
お
り
、
管
理
職
に
つ
い
て
は
、
算
出
根
拠
を
確
認
し

な
い
ま
ま
決
裁
す
る
な
ど
の
処
理
を
行
っ
て
い
た
。
双
方
と
も
、
会
計
事
務
処
理
に
関
す
る
知
識
及
び
理
解
の

不
足
が
主
因
で
、
併
せ
て
根
拠
の
確
認
、
進
行
管
理
が
行
わ
れ
て
い
な
か
っ
た
。

　
　
　
＜
処
理
内
容
＞

　
　
　
�　
チ
ェ
ッ
ク
シ
ー
ト
を
利
用
す
る
な
ど
し
て
歳
入
歳
出
外
現
金
の
不
適
正
な
事
務
処
理
が
無
い
よ
う
に
確
認
を

行
っ
た
。

　
　
　
　
金
額
が
誤
っ
て
い
る
職
員
に
は
、
徴
収
あ
る
い
は
還
付
を
行
い
是
正
し
た
。

　
　
　
　
税
務
署
、
社
会
保
険
事
務
所
、
労
働
局
に
相
談
し
、
差
額
を
追
加
納
付
す
る
等
の
対
応
を
行
っ
た
。

　
　
　
＜
再
発
防
止
策
＞

　
　
　
�　
会
計
年
度
職
員
の
給
与
に
関
し
て
は
、
税
や
社
会
保
険
料
等
に
つ
い
て
支
払
額
の
算
出
根
拠
を
支
出
時
に
確

認
す
る
。

　
　
　
�　
委
託
契
約
及
び
定
例
的
な
支
出
に
関
す
る
チ
ェ
ッ
ク
シ
ー
ト
を
作
成
し
、
契
約
状
況
や
支
出
状
況
を
確
認
し

な
が
ら
進
行
管
理
を
行
う
。

　
　
　
�　
会
計
処
理
で
不
明
な
点
に
つ
い
て
は
、
速
や
か
に
担
当
部
局
に
相
談
し
教
示
を
受
け
る
等
、
疑
問
点
を
解
決

す
る
と
と
も
に
、
担
当
者
及
び
管
理
職
は
、
研
修
受
講
や
、
会
計
事
務
の
手
引
き
や
ニ
ュ
ー
ス
レ
タ
ー
等
の
資

料
を
活
用
す
る
な
ど
し
て
知
識
習
得
を
図
る
。

　
⑿
　
動
物
愛
護
セ
ン
タ
ー

　
　
イ
　
監
査
委
員
の
報
告
の
内
容

　
　
　
�　
庁
舎
管
理
に
お
い
て
、
関
係
法
令
に
準
拠
し
て
い
な
い
も
の
が
認
め
ら
れ
た
の
で
、
今
後
再
発
し
な
い
よ
う

内
部
統
制
に
お
け
る
整
備
上
の
不
備
の
解
消
に
向
け
た
対
策
を
講
じ
ら
れ
た
い
。

　
　
　
（
内
容
）

　
　
　
　
　
消
防
法
に
よ
り
定
め
ら
れ
た
防
火
管
理
者
の
解
任
及
び
選
任
の
手
続
き
が
な
さ
れ
て
い
な
か
っ
た
も
の
。

　
　
　
　
　
・
消
防
法
第
８
条
第
２
項

　
　
ロ
　
措
置
の
内
容

　
　
　
＜
発
生
原
因
＞

　
　
　
�　
旧
防
火
管
理
者
が
年
度
途
中
で
退
職
し
そ
の
時
点
で
防
火
管
理
者
の
有
資
格
者
が
不
在
と
な
っ
た
。
引
継
ぎ

が
不
十
分
で
あ
っ
た
こ
と
で
防
火
管
理
者
の
解
任
及
び
選
任
の
手
続
き
が
な
さ
れ
な
か
っ
た
も
の
。



第406号　令和５年５月26日　金曜日 （12）宮　　城　　県　　公　　報
　
　
　
　
ま
た
、
組
織
と
し
て
も
手
続
き
の
必
要
性
を
承
知
し
て
い
な
か
っ
た
。

　
　
　
＜
処
理
内
容
＞

　
　
　
�　
令
和
４
年
11月
16日
及
び
17日
に
防
火
管
理
新
規
講
習
を
受
講
し
、
令
和
４
年
11月
24日
付
け
で
富
谷
消
防

署
長
に
防
火
管
理
者
の
解
任
と
選
任
に
つ
い
て
届
出
を
行
っ
た
。

　
　
　
＜
再
発
防
止
策
＞

　
　
　
�　
防
火
管
理
者
名
を
事
務
室
内
に
掲
示
し
、
誰
も
が
把
握
で
き
る
状
況
に
す
る
。
併
せ
て
、
人
事
異
動
に
伴
う

変
更
が
生
じ
る
際
は
、
引
継
項
目
に
記
載
し
、
有
資
格
者
で
な
い
場
合
は
、
新
規
講
習
受
講
日
程
を
示
し
、
受

講
に
つ
い
て
管
理
職
が
指
示
す
る
こ
と
と
し
た
。

　
⒀
　
動
物
愛
護
セ
ン
タ
ー

　
　
イ
　
監
査
委
員
の
報
告
の
内
容

　
　
　
�　
歳
入
歳
出
外
現
金
に
お
い
て
、
引
き
続
き
不
適
切
な
取
扱
い
が
認
め
ら
れ
た
の
で
、
今
後
再
発
し
な
い
よ
う

内
部
統
制
に
お
け
る
整
備
上
の
不
備
の
解
消
に
向
け
た
対
策
を
講
じ
ら
れ
た
い
。

　
　
　
（
内
容
）

　
　
　
　
�　
会
計
年
度
任
用
職
員
令
和
３
年
６
月
期
及
び
令
和
３
年
12月
期
期
末
手
当
に
係
る
所
得
税
に
つ
い
て
、
引

き
続
き
３
か
月
以
上
の
払
出
遅
延
が
あ
っ
た
も
の
。

　
　
　
　
　
・
件
数
　
　
　
　
２
件

　
　
　
　
　
・
金
額
　
　
　
　
16,960円

　
　
　
　
　
・
納
付
期
限
　
　
令
和
３
年
７
月
12日

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
令
和
４
年
１
月
11日

　
　
　
　
　
・
払
出
年
月
日
　
令
和
４
年
３
月
30日

　
　
ロ
　
措
置
の
内
容

　
　
　
＜
発
生
原
因
＞

　
　
　
�　
庶
務
担
当
者
が
歳
入
歳
出
外
現
金
の
払
い
出
し
を
失
念
し
て
い
た
と
思
わ
れ
る
こ
と
、
組
織
も
そ
れ
を

チ
ェ
ッ
ク
し
き
れ
ず
進
行
管
理
と
し
て
不
十
分
だ
っ
た
こ
と
。

　
　
　
＜
処
理
内
容
＞

　
　
　
�　
令
和
３
年
６
月
期
及
び
令
和
３
年
12月
期
会
計
年
度
任
用
職
員
期
末
手
当
に
係
る
所
得
税
を
控
除
し
た
も
の

の
支
払
を
怠
っ
て
お
り
歳
入
歳
出
外
現
金
に
残
っ
て
い
る
こ
と
が
確
認
で
き
た
た
め
、
主
務
課
に
よ
る
指
導
の

も
と
令
和
４
年
３
月
に
正
し
い
額
を
算
出
し
、
同
７
日
に
税
務
署
と
の
間
で
支
払
方
法
に
つ
い
て
調
整
し
令
和

４
年
３
月
30日
に
追
加
納
付
し
た
。

　
　
　
＜
再
発
防
止
策
＞

　
　
　
�　
出
納
員
及
び
会
計
事
務
担
当
者
は
研
修
受
講
や
各
種
資
料
に
よ
り
知
識
を
習
得
す
る
と
と
も
に
、
誤
っ
た
会

計
事
務
処
理
や
形
骸
化
し
た
チ
ェ
ッ
ク
に
陥
ら
な
い
よ
う
、
定
例
支
払
チ
ェ
ッ
ク
表
や
歳
入
歳
出
外
現
金
出
納

簿
を
使
用
し
、
複
数
人
に
よ
り
処
理
状
況
を
確
認
の
上
、
再
発
防
止
に
努
め
る
。

　
⒁
　
仙
台
保
健
福
祉
事
務
所

　
　
イ
　
監
査
委
員
の
報
告
の
内
容

　
　
　
�　
生
活
保
護
扶
助
費
返
還
金
に
お
い
て
、
収
入
未
済
が
認
め
ら
れ
た
の
で
、
収
納
促
進
と
適
切
な
債
権
管
理
に

向
け
た
対
策
を
講
じ
ら
れ
た
い
。

　
　
　
（
内
容
）

　
　
　
　
　
生
活
保
護
扶
助
費
返
還
金

　
　
　
　
　
・
令
和
３
年
度
収
入
未
済
額

　
　
　
　
　
　
　
現
年
度
分
　
　
11,516,598円

　
　
　
　
　
　
　
過
年
度
分
　
　
73,282,772円

　
　
　
　
　
　
　
合
　
　
計
　
　
84,799,370円

　
　
　
　
　
・
令
和
２
年
度
収
入
未
済
額

　
　
　
　
　
　
　
現
年
度
分
　
　
 5,582,642円

　
　
　
　
　
　
　
過
年
度
分
　
　
71,548,583円

　
　
　
　
　
　
　
合
　
　
計
　
　
77,131,225円

　
　
ロ
　
措
置
の
内
容

　
　
　
＜
発
生
原
因
＞

　
　
　
�　
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
防
止
に
よ
り
被
保
護
者
訪
問
調
査
を
自
粛
し
、
電
話
に
よ
り
世
帯
収
入
を
含
め

た
生
活
状
況
調
査
を
行
い
、
未
申
告
の
収
入
が
あ
れ
ば
収
入
申
告
書
及
び
根
拠
書
類
提
出
を
指
導
し
た
。（
電

話
調
査
は
世
帯
状
況
に
応
じ
、
月
１
回
か
ら
数
か
月
に
１
回
）

　
　
　
�　
被
保
護
世
帯
に
対
し
て
は
自
主
的
に
収
入
申
告
書
を
行
う
よ
う
指
導
し
て
い
る
が
、
未
申
告
に
よ
り
収
入
を

確
認
し
た
時
点
で
既
に
消
費
さ
れ
、
収
入
に
応
じ
た
生
活
保
護
扶
助
費
返
還
を
命
ず
る
も
、
返
還
が
困
難
と
な

る
も
の
が
あ
っ
た
。

　
　
　
＜
処
理
内
容
＞

　
　
　
�　
訪
問
等
に
よ
り
納
入
を
指
導
す
る
と
と
も
に
、
一
括
返
還
が
困
難
な
場
合
は
履
行
延
期
等
特
約
承
認
に
よ
る

分
納
を
促
し
、
分
納
に
よ
る
返
還
と
し
て
い
る
被
保
護
世
帯
に
対
し
、
生
活
保
護
法
第
78条
の
２
に
基
づ
く
扶

助
費
か
ら
の
徴
収
を
促
し
た
。

　
　
　
�　
ま
た
、
令
和
４
年
11月
か
ら
令
和
５
年
３
月
を
「
未
収
債
権
回
収
強
化
月
間
」
に
設
定
し
、
期
間
中
１
回
以

上
の
電
話
催
告
や
訪
問
に
よ
る
納
付
指
導
を
行
っ
た
。

　
　
　
＜
再
発
防
止
策
＞
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１
　
未
収
債
権
の
新
規
発
生
抑
制

　
　
　
　
　
�　
新
規
開
始
世
帯
を
含
む
全
世
帯
に
対
し
、
訪
問
調
査
時
に
収
入
申
告
義
務
に
つ
い
て
説
明
す
る
よ
う
班

員
に
周
知
し
た
。

　
　
　
　
　
�　
ま
た
、
遡
及
年
金
等
今
後
収
入
が
見
込
ま
れ
る
も
の
に
つ
い
て
、
被
保
護
世
帯
へ
の
事
前
説
明
及
び
適

時
収
入
確
認
を
班
員
に
周
知
し
た
。

　
　
　
　
２
　
未
収
債
権
の
縮
減

　
　
　
　
　
�　
収
入
管
理
用
の
帳
簿
の
情
報
共
有
化
を
図
り
、
班
員
が
適
時
収
納
状
況
を
確
認
で
き
る
よ
う
に
し
、
返

還
が
遅
延
し
て
い
る
も
の
に
つ
い
て
、
履
行
延
期
等
特
約
承
認
に
よ
る
分
納
を
含
め
た
納
入
指
導
を
行
う

よ
う
班
員
に
周
知
し
た
。

　
⒂
　
白
石
高
等
学
校

　
　
イ
　
監
査
委
員
の
報
告
の
内
容

　
　
　
�　
報
酬
、
通
勤
手
当
（
旅
費
）
及
び
需
用
費
に
お
い
て
、
支
払
遅
延
が
認
め
ら
れ
た
の
で
、
今
後
再
発
し
な
い

よ
う
内
部
統
制
に
お
け
る
整
備
上
の
不
備
の
解
消
に
向
け
た
対
策
を
講
じ
ら
れ
た
い
。

　
　
　
（
内
容
）

　
　
　
　
１
�　
会
計
年
度
任
用
職
員
の
報
酬
及
び
通
勤
手
当
（
旅
費
）
に
つ
い
て
、
支
給
定
日
を
過
ぎ
て
支
給
し
た
も

の
。

　
　
　
　
　
・
件
数
　
　
　
１
件

　
　
　
　
　
・
金
額
　
　
　
55,740円

　
　
　
　
　
・
支
給
定
日
　
令
和
３
年
11月
19日

　
　
　
　
　
・
支
給
日
　
　
令
和
３
年
11月
26日

　
　
　
　
２
　
コ
ピ
ー
料
金
に
つ
い
て
、
支
払
遅
延
防
止
法
に
規
定
す
る
支
払
時
期
を
超
え
て
支
払
っ
た
も
の
。

　
　
　
　
　
・
件
数
　
１
件

　
　
　
　
　
・
金
額
　
27,050円

　
　
ロ
　
措
置
の
内
容

　
　
　
＜
発
生
原
因
＞

　
　
　
　
１
�　
担
当
者
が
10月
分
の
報
酬
等
の
支
給
の
際
に
、
令
和
３
年
10月
か
ら
任
用
さ
れ
た
会
計
年
度
任
用
職
員

分
の
支
給
を
失
念
し
た
も
の
。

　
　
　
　
　
�　
ま
た
、
新
規
任
用
職
員
の
支
給
漏
れ
が
な
い
よ
う
に
担
当
者
に
対
し
て
の
声
が
け
が
行
わ
れ
ず
、
支
出

決
議
書
の
決
裁
の
際
に
は
、
担
当
者
以
外
の
職
員
も
支
給
漏
れ
に
気
づ
か
ず
、
内
部
統
制
が
機
能
し
な

か
っ
た
も
の
。

　
　
　
２
�　
コ
ピ
ー
料
金
の
支
出
命
令
決
議
決
裁
後
、
命
令
確
認
が
さ
れ
て
い
る
も
の
と
錯
誤
し
た
担
当
者
が
支
出
決

議
書
を
フ
ァ
イ
ル
に
綴
っ
て
し
ま
い
、
命
令
確
認
が
さ
れ
て
い
な
い
状
態
で
相
当
の
期
間
が
経
過
し
て
し

ま
っ
た
も
の
。

　
　
　
　
�　
ま
た
、
出
納
員
及
び
担
当
者
と
も
に
財
務
シ
ス
テ
ム
上
で
随
時
可
能
な
命
令
確
認
の
進
捗
状
況
を
把
握
し

て
い
な
か
っ
た
も
の
。

　
　
　
＜
処
理
内
容
＞

　
　
　
　
１
�　
令
和
３
年
11月
22日
に
担
当
者
が
未
処
理
で
あ
る
こ
と
に
気
づ
き
、
支
出
の
事
務
処
理
を
行
っ
た
。
報

酬
及
び
通
勤
手
当
相
当
額
（
旅
費
）
支
給
対
象
で
あ
る
講
師
に
謝
罪
し
、
令
和
３
年
11月
26日
に
支
給
し

た
。（
10月
分
報
酬
及
び
通
勤
手
当
相
当
額
（
旅
費
）
支
給
日
　
令
和
３
年
11月
19日
）

　
　
　
　
２
�　
令
和
３
年
12月
１
日
に
出
納
員
が
未
確
認
命
令
一
覧
表
に
よ
り
命
令
確
認
の
入
力
漏
れ
に
気
づ
き
、
同

日
確
認
入
力
を
実
施
。
支
払
先
に
支
払
い
の
遅
延
を
謝
罪
し
、
令
和
３
年
12月
６
日
に
支
払
っ
た
。（
約

定
に
よ
る
支
払
期
限
　
令
和
３
年
12月
３
日
）

　
　
　
＜
再
発
防
止
策
＞

　
　
　
　
１
�　
会
計
年
度
職
員
の
任
用
が
あ
っ
た
場
合
に
は
、
事
務
室
で
情
報
を
共
有
し
、
担
当
者
に
声
が
け
を
行
う

と
と
も
に
、
支
出
決
議
の
決
裁
時
に
支
給
漏
れ
が
な
い
か
、
複
数
の
目
で
確
実
に
チ
ェ
ッ
ク
を
行
う
こ
と

に
し
た
。
併
せ
て
会
計
事
務
処
理
カ
レ
ン
ダ
ー
や
処
理
状
況
確
認
表
（
チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト
）
を
活
用
し
、

処
理
漏
れ
・
支
払
遅
延
の
防
止
を
図
っ
て
い
る
。

　
　
　
　
２
�　
出
納
員
に
よ
る
財
務
シ
ス
テ
ム
（
支
払
確
認
画
面
）
で
の
進
捗
確
認
と
併
せ
て
、
担
当
者
も
財
務
シ
ス

テ
ム
（
支
出
命
令
一
覧
照
会
、
出
納
員
か
ら
の
通
知
受
信
）
に
よ
る
照
会
確
認
を
し
、
も
れ
な
く
適
切
な

事
務
処
理
を
す
る
よ
う
図
っ
て
い
る
。

　
⒃
　
泉
松
陵
高
等
学
校

　
　
イ
　
監
査
委
員
の
報
告
の
内
容

　
　
　
�　
旅
費
に
お
い
て
、
引
き
続
き
３
か
月
以
上
の
支
払
遅
延
が
認
め
ら
れ
た
の
で
、
今
後
再
発
し
な
い
よ
う
内
部

統
制
に
お
け
る
整
備
上
の
不
備
の
解
消
に
向
け
た
対
策
を
講
じ
ら
れ
た
い
。

　
　
　
（
内
容
）

　
　
　
　
・
件
数
　
２
件

　
　
　
　
・
金
額
　
464円

　
　
ロ
　
措
置
の
内
容

　
　
　
＜
発
生
原
因
＞

　
　
　
�　
旅
費
事
務
担
当
者
が
、
出
張
命
令
伺
及
び
復
命
書
に
記
載
し
た
回
覧
済
の
チ
ェ
ッ
ク
印
を
旅
費
支
払
処
理
済

で
あ
る
と
誤
認
し
、
当
該
書
類
を
フ
ァ
イ
ル
に
綴
じ
込
み
、
旅
行
命
令
票
の
起
票
及
び
支
払
処
理
を
行
わ
な

か
っ
た
こ
と
と
、
事
務
室
内
に
お
け
る
確
認
体
制
が
不
十
分
だ
っ
た
こ
と
に
よ
る
も
の
で
あ
る
。
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＜
処
理
内
容
＞

　
　
　
�　
歳
出
予
算
決
算
見
込
額
調
査
の
回
答
作
成
時
に
、
旅
費
事
務
担
当
者
が
当
該
旅
行
命
令
票
が
な
い
こ
と
に
気

づ
き
、
未
処
理
で
あ
る
こ
と
が
判
明
し
た
た
め
、
結
果
と
し
て
当
該
旅
行
終
了
か
ら
３
か
月
以
上
経
過
し
て
旅

費
を
支
払
っ
た
も
の
で
あ
る
。

　
　
　
＜
再
発
防
止
策
＞

　
　
　
１
�　
決
裁
済
の
出
張
命
令
伺
及
び
復
命
書
は
、
す
ぐ
に
は
フ
ァ
イ
ル
に
綴
じ
込
ま
ず
、
事
務
室
内
の
レ
タ
ー

ケ
ー
ス
に
一
時
保
管
し
、
所
属
職
員
皆
が
処
理
状
況
を
確
認
で
き
る
よ
う
に
し
た
。

　
　
　
２
�　
毎
月
10日
締
め
で
旅
行
命
令
票
を
起
票
し
、
翌
月
10日
頃
を
目
安
と
し
て
一
月
分
の
支
払
処
理
を
行
う
よ

う
に
し
た
。

　
　
　
３
�　
決
裁
済
の
旅
行
命
令
票
は
、
支
払
未
処
理
と
支
払
処
理
済
に
区
分
し
、
そ
れ
ぞ
れ
別
の
場
所
に
一
時
保
管

し
、
旅
費
事
務
担
当
者
に
よ
る
再
確
認
及
び
当
該
担
当
者
以
外
の
職
員
に
よ
る
確
認
を
徹
底
す
る
こ
と
と
し

た
。

　
　
　
４
�　
毎
月
の
支
払
処
理
完
了
後
の
旅
行
命
令
票
等
は
、
す
ぐ
に
は
フ
ァ
イ
ル
に
綴
じ
込
ま
ず
、
事
務
室
内
の
レ

タ
ー
ケ
ー
ス
と
は
別
の
場
所
に
一
時
保
管
し
、
事
務
室
内
の
支
払
処
理
の
漏
れ
が
な
い
か
ど
う
か
の
最
終
確

認
を
徹
底
す
る
こ
と
と
し
た
。

　
　
　
　
�　
ま
た
、
上
記
に
加
え
、
事
務
室
内
の
打
合
せ
等
に
よ
り
、
所
属
職
員
皆
で
各
担
当
業
務
の
進
捗
状
況
の
共

有
を
図
る
と
と
も
に
、
事
務
室
長
及
び
事
務
次
長
は
、
担
当
者
と
の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
を
取
り
な
が
ら
、

進
捗
状
況
を
確
認
し
、
必
要
に
応
じ
て
、
業
務
分
担
等
の
支
援
等
を
行
っ
て
い
く
こ
と
に
よ
り
、
再
発
防
止

に
努
め
て
い
く
。

　
⒄
　
石
巻
北
高
等
学
校

　
　
イ
　
監
査
委
員
の
報
告
の
内
容

　
　
　
�　
教
育
財
産
の
貸
付
契
約
に
係
る
雑
入
に
お
い
て
、
調
定
遺
漏
が
認
め
ら
れ
た
の
で
、
今
後
再
発
し
な
い
よ
う

対
策
を
講
じ
ら
れ
た
い
。

　
　
　
（
内
容
）

　
　
　
　
　
自
動
販
売
機
設
置
に
係
る
雑
入
（
電
気
料
）
に
つ
い
て
、
調
定
を
行
っ
て
い
な
か
っ
た
も
の
。

　
　
　
　
　
・
件
数
　
１
件

　
　
　
　
　
・
金
額
　
3,072円

　
　
ロ
　
措
置
の
内
容

　
　
　
＜
発
生
原
因
＞

　
　
　
�　
電
気
料
の
支
払
い
の
際
に
、
自
動
販
売
機
に
係
る
電
気
料
を
別
途
計
算
し
、
設
置
業
者
に
請
求
す
る
と
こ
ろ
、

事
務
室
内
全
員
で
至
急
の
書
類
確
認
作
業
を
行
っ
て
い
た
た
め
、
調
定
及
び
請
求
の
事
務
処
理
が
途
中
で
中
断

さ
れ
、
そ
の
ま
ま
失
念
し
て
し
ま
っ
た
も
の
。

　
　
　
�　
ま
た
、
担
当
者
以
外
職
員
の
決
裁
時
に
お
い
て
も
、
請
求
漏
れ
に
気
づ
か
ず
に
内
部
統
制
が
十
分
に
機
能
し

な
か
っ
た
も
の
。

　
　
　
＜
処
理
内
容
＞

　
　
　
�　
当
該
業
者
に
は
、
令
和
４
年
７
月
29日
に
請
求
漏
れ
が
あ
っ
た
旨
を
電
話
で
説
明
す
る
と
と
も
に
、
文
書
で

通
知
し
た
。
説
明
に
対
し
了
承
し
た
旨
を
確
認
で
き
た
こ
と
か
ら
、
８
月
22日
に
調
定
決
議
を
行
い
、
納
入
通

知
書
を
送
付
し
、
９
月
９
日
に
収
納
さ
れ
た
。

　
　
　
＜
再
発
防
止
策
＞

　
　
　
�　
現
在
は
、
毎
月
の
電
気
料
支
出
命
令
決
議
と
と
も
に
、
調
定
決
議
も
同
時
に
処
理
す
る
こ
と
を
徹
底
し
て
い

る
。
ま
た
、
定
例
業
務
は
、
会
計
課
の
チ
ェ
ッ
ク
シ
ー
ト
を
参
考
に
作
成
し
た
チ
ェ
ッ
ク
シ
ー
ト
を
活
用
し
、

確
実
に
事
務
処
理
状
況
の
管
理
を
行
っ
て
い
る
。

　
⒅
　
支
援
学
校
岩
沼
高
等
学
園

　
　
イ
　
監
査
委
員
の
報
告
の
内
容

　
　
　
�　
諸
手
当
に
お
い
て
、
支
給
額
誤
り
が
認
め
ら
れ
た
の
で
、
今
後
再
発
し
な
い
よ
う
内
部
統
制
に
お
け
る
整
備

上
の
不
備
の
解
消
に
向
け
た
対
策
を
講
じ
ら
れ
た
い
。

　
　
　
（
内
容
）

　
　
　
　
�　
自
動
車
等
使
用
者
の
通
勤
手
当
に
つ
い
て
、
通
勤
の
認
定
誤
り
に
よ
る
支
給
額
の
誤
り
が
あ
っ
た
も
の
。

ま
た
、
過
支
給
額
の
一
部
が
時
効
に
よ
り
徴
収
で
き
な
か
っ
た
も
の
。

　
　
　
　
　
・
件
数
　
　
　
　
１
件

　
　
　
　
　
・
正
支
給
額
　
　
1,067,100円

　
　
　
　
　
・
誤
支
給
額
　
　
1,160,700円

　
　
　
　
　
・
過
支
給
額
　
　
　
 93,600円

（
う
ち
時
効
に
よ
り
徴
収
で
き
な
か
っ
た
差
額
　
12,600円

）

　
　
　
　
　
・
誤
支
給
期
間
　
平
成
28年
１
月
～
令
和
３
年
９
月

　
　
ロ
　
措
置
の
内
容

　
　
　
＜
発
生
原
因
＞

　
　
　
�　
職
員
の
通
勤
手
当
に
つ
い
て
、
最
短
経
路
を
誤
っ
た
ま
ま
認
定
さ
れ
て
い
た
も
の
。

　
　
　
�　
当
該
通
勤
距
離
に
つ
い
て
は
、
所
属
に
お
い
て
事
後
確
認
を
年
１
回
実
施
し
て
い
る
が
、
そ
の
際
は
認
定
距

離
と
実
測
距
離
に
差
が
な
か
っ
た
た
め
、
最
短
経
路
の
確
認
を
行
っ
て
い
な
か
っ
た
。

　
　
　
�　
と
こ
ろ
が
、
令
和
３
年
度
に
実
施
し
た
事
後
確
認
に
お
い
て
、
認
定
距
離
と
手
当
受
給
職
員
か
ら
報
告
さ
れ

た
実
測
距
離
に
２
km
以
上
の
差
が
あ
っ
た
た
め
、
実
測
し
た
通
勤
経
路
を
確
認
し
た
と
こ
ろ
、
通
勤
手
当
上

の
経
路
が
最
短
で
は
な
い
経
路
で
認
定
さ
れ
て
い
た
こ
と
が
判
明
し
た
も
の
。



（15）　令和５年５月26日　金曜日 第406号宮　　城　　県　　公　　報
　
　
　
＜
処
理
内
容
＞

　
　
　
�　
令
和
３
年
度
の
事
後
確
認
で
通
勤
距
離
の
再
計
測
を
行
い
事
実
が
判
明
し
た
た
め
、
そ
の
後
速
や
か
に
返
納

処
理
の
手
続
き
を
行
っ
た
。

　
　
　
　
・
事
後
確
認
期
間
　
令
和
３
年
７
月
～
８
月

　
　
　
　
・
再
計
測
　
　
　
　
令
和
３
年
８
月
中
旬
頃

　
　
　
　
・
返
納
日
　
　
　
　
令
和
３
年
10月
21日

　
　
　
＜
再
発
防
止
策
＞

　
　
　
�　
通
勤
手
当
の
認
定
時
に
お
い
て
は
、
担
当
者
が
最
短
経
路
の
確
認
を
必
ず
行
う
と
と
も
に
、
同
じ
方
面
か
ら

通
勤
し
て
い
る
職
員
の
経
路
と
の
整
合
性
を
確
認
す
る
ほ
か
、複
数
人
で
チ
ェ
ッ
ク
を
行
う
こ
と
を
徹
底
す
る
。

　
　
　
�　
今
後
は
、
届
出
者
に
対
し
最
短
経
路
で
複
数
回
計
測
を
行
っ
た
か
十
分
に
確
認
し
、
適
正
な
距
離
で
届
出
す

る
よ
う
促
す
と
と
も
に
、
判
断
が
困
難
な
場
合
は
客
観
的
な
資
料
等
を
元
に
事
務
室
内
で
慎
重
に
検
討
し
た
上

で
認
定
す
る
よ
う
努
め
て
い
く
。

〇
宮
城
県
監
査
委
員
告
示
第
１３号

　
地
方
自
治
法
（
昭
和
22年

法
律
第
67号
）
第
242条

第
１
項
の
規
定
に
よ
る
本
住
民
監
査
請
求
に
つ
い
て
、
同
条
第

５
項
の
規
定
に
基
づ
き
監
査
し
た
結
果
（
令
和
５
年
５
月
22日
付
け
で
請
求
人
に
通
知
）
を
別
冊
の
と
お
り
公
表
す
る
。

　
　
令
和
５
年
５
月
26日

�
宮
城
県
監
査
委
員
　
　
成
　
　
田
　
　
由
 加
 里
　
　
　

�
宮
城
県
監
査
委
員
　
　
吉
　
　
田
　
　
　
　
　
計
　
　
　


